
資料21

参考資料

平成22年 5月 17日

厚生労働省保険局



目  次

○ 後期高齢者医療制度に係る現内閣の方針等について・・…・・0・・・・…・………・口・・……・・2

○ 高齢者医療制度改革会議これまでの経緯・:・・・・………・・・・………・・………・・―・…・・・5

○ 新たな制度のあり方に関する各委員の意見の概要等・・・・・・…・…・・・・…・…・・…………6

065歳以上の高齢者は国保又は被用者保険に加入し、高齢者の医療給付費を公費、

高齢者の保険料・現役世代の保険料で支える仕組みとした場合の財政影響 ,・ …・・・…・…・9

・ 現行制度の財源構成について…・・・・・
1・
・・・…・・…・・・・・・…・・・・・口………・・…・・・・10

:A案、B案、C案の財政試算…・・・・・・…口・∵
中・・…・・…3● ■●●■・・・・・・・・・・…・・・・・・…11

・ 被用者保険の被保険者及び被扶養者の取扱し`について・・・・「・・・・・……・・・・………20

・ 被用者保険の被保険者及び被扶養者の本数について・・…:・・・.....・ …・・…・・・・…2¬

○ 運営主体のあり方等について………・・・…・…………・・…・・………………口・…………23

o論点と各委員の主な御思 見等口・・・・・………・・・・…口・・…・・・・・7・
°~・ ~・・・・・・・・…・・27

費用負担のあり方に関する論点と各委員の主な御意見・・中ロロ・・・・・0… 口・・・・・・・●■■27

保険料・給付・医療サ7ビス等のあり方に関する論点と各委員の主な御意見………・・31



後期高齢者医療制度に係る現内閣の方針等について

○ 平成21年 10月 26日 第173回臨時国会 鳩山内閣総理大臣五且表嬰
演説

響午

後期高齢者を年齢で差別する後期高齢者医療制度については、廃上に向けて、新たな制度の検討を進めてま

いります。

O三 党連立政権合意書(抄 )

後期高齢者医療制度は廃止し、医療制度に対する国民の信頼を高め、国民皆保険を守る。廃止に伴う国民健

康保険の負担増は国が支援する。

O「民主党マニフエスト2009」 (抄 )

21.後期高齢者医療制度を廃止し、国民皆保険を守る。_

【政策目的】
口年齢で差別する制度を廃止して、医療制度に対する国民の信頼を高める。

二医療保険制度の一元的運用を通じて、国民皆保険制度を守る。

【具体策】   ‐

・ 後期高齢者医療制度・関連法は廃止する。廃止1子伴う国民健康保険の負担増は国が支援する。

:・ 被用者保険と国民健康保険を段階的に統合し、将来、地域保険として一元的運用を図る。

O民 主党マニフエストの工程表(抄 )

後期高齢者医療制度廃止等

平成22年度～平成25年度 財源を確保しつつ、順次実施

21毎ヨ 1月 12

後期高齢者医療制度につきましては、これを廃止します。廃止後の新たな制度のあり方を検討するため、私

が主宰する「高齢者医療制度改革会議」を設置しました。

・
二房撃重嘗お輛種驚熊』蜃議鮫鵬肩甲喫聾把撃写計

計の議論を着¬
こ進

?、

2

一期四



検討に当たつての基本的な考え方について

※平成21年 11月 30日 開催の第1回高齢者医療制度改革会議において、

長妻厚生労働木臣より示された基本的な考え方

新たな制度のあり方の検討に当たつては、以下を基本として進める。

淵協纏躙増しての一坤■
鮮丁段階として

③ 後期高齢者医療制度の年齢で区分するという問題を解消する制度とする

④ 市町村国保などの負担挿に十分酉]慮する

⑤ 高齢者の保険料が急に増加したり、不公平なものにならないようにする

⑥ 市町村国保の広域化につながる見直しを行う



新しい高齢者医療制度の創設までのスケジユール (見込み )
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高齢者医療制度改革会議 これまでの経緯

第1回 (11月 30日 )

第2回 (1月 12日 )

第3回 (2月 9日 )

第4回 (3月 8日 )

第5回 (4月 14日 )

総括的なフリーデイスカツシヨン①

総括的なフリーデイスカッション②

制度の基本的枠組み及び運営主体のあり方

費用負担のあり方

保険料、給付、、医療サービス等のあり方



11年齢構成“所得構成でリスタ構造調整を行つた上で、都道府県単位で一本化する案 【池上委員】

bl医療保険全体で、各保険者の保険加入者の年

齢構成(5歳階級毎のァ人当たり医療章の養き
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(主なメリット)

〇 年齢による区分がない。

○ 運営責任が明確。

O高齢
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2:一定年齢以上の「男1建て」保険方式を基本とする案 【対馬委員(健保連)】

【65歳以上の高齢者を一つの制度とした場合】

065歳以上の高齢者を対象に前期J後期の区

別のないァつの制度とする。
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や運営責任が明確。

○ 高齢者間において、所得に応じた公平な保険料負担。

(主な論点)

°」甜だ唇R竃翻 l響蝋 。る制度とす利と
※ 「65歳」は、介護や年金等との関係から理解が得られやすいのではないか。
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3:突き抜け方式とする案 【小島委員(連合)】

新たな制度のあり方に関する各委員の意見の概要等

(主なメリット)

〇 年齢による区分がない。

:曇翼[ζ酢聾醒離鰊
°
凋魏獄 灘 猾
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一体的な運用を図る。

°
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脚こついては、若年

○被用鰍 謝 酬 l程準警r曽罫碧灘
ルールが明確)

sL亀譲鍵ふ 職ヾ域保険と地域保険に加入することとなる

が、「地域保険としての一元的運用」との関係について、

。t皐占詔覇贄肇暫捨し都道府県内で高齢者の保険料の

公平が図られていることについて、どのように考えるか。

O従 来より指摘されている以下の課題について、どのよ

うに考えるか。
3市町村国保が負担増となる点

・
讃葬装だ薯暑占赤手を負

中、高齢期こⅢて補

国凛

4:高齢者医療と市町村国保の一体的運営を図る案 【宮武委員】

○ 都道府県単位の国民健康保険を倉1設し、定年

退職者等を迎える。現役で働く高齢者とその家族

については、若年者の各制度に継続加入。°
趾鐸箭竃銹犠牙舌響結

9轟全9層濶 躙晃じ嚇淵副暑茅
を含む)。

甲保

(主なメリット)

〇 年齢による区分がない。

O運 営責任が明確。

○ 財政運営の安定化を図ることができる。

○ 高齢者間において、所得に応じた公平な保険料負担。

O高 齢者であうても、サラリーマン及びその被扶養者は、

被用者保険に加入するという合理的な仕組みとなる。

(主な論点)

°ご司撃凛闘あ霞摺宴聾引野保高だ庸殿男認】マ
○ 現在の後期高齢者医療制度、前期高齢者に係る財政
調整、市町村国保については、それぞれ財源や仕組み
が異なる中で、どのような財政運営の仕組みを設けるこ
と力ち直切か。



につい
将来的な各保険制度の概要

平成25年 4月 時点の制度の概要
【国‰料の賦課方式窪朝葬科面牒禽計,|夕易彗曇計

嗜 基保険」と統合
【1甲

:311ii:i::サ‖響、ま巣指」ly単静:bヽ

ら順に「地域医療

全ての保険者が都道府児型 聾替野養堡墜ギ芋
渤 鸞    認馨署漏森唐
鷹甑騨圏醐‰被扶養都こ

年齢構成ロ

所得構成で

リスク構造

調整を行つ
た上で、

都道府県単
位に一本化
する案
【池上委員】

化
Ｉ

定
済

安
共略川融

裂象裂駆蛉呼な哩」騎一定年齢以
上の「男1建
て」保険方
式を基本と
する案
【対馬委員】

(健保連)

実

　

　

　

し
、

月
　
　
　
　
置

:整罰破昇お労ほ■罰菌3百ズするこ1とし、国保の広域化を推

1ま啓離暑置予欄店軒言は、各被用者保険が協会けんぱに運事
を委託               _____一 ―一一二

突き抜け方
式とする案

【小島委員】
(連合)

あ加入制度>
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65歳以上の高齢者は国保又は被用者保険に加入し、高齢者の医療給付費を公費・

高齢者の保険料・現役世代の保険料で支える仕組みとした場合の財政影響

(平成22年度予算ベースにおける現行制度からの比較)

く単位 リヒ円>

※ 上記の被扶養者は、①65歳以上の被保険者に扶養されている65歳以上及び65歳未満の方、②65歳未満の被保険者に扶養され

ている65歳以上の方。

<B案 >
被保険者及び被扶養者

・   ↓

被用者保険

<C案>
被保険者  被扶養者

↓        ↓

被用者保険   国保

65歳以‐上の被用

者保険の被保険

者及び被扶養者

の取扱い

<A案>
被保険者及び被扶養者

↓
国保

公費(約 5割 )を投入

する医療給付費
.の

対象年齢

I

75歳
以上

・姉
嘘

Ⅲ

65歳
以上

I

75歳
以上

Ⅱ

70歳
以上

Ⅲ

65歳
以上

‐
７５歳
雄

Ⅱ

70歳
以上

Ⅲ

65歳
以上

0.3 ▲0,1 ▲0.5 0 ▲0.4 ▲0.7６
５
歳
未
満
の
保
険
料

協会けんぼ ▲0.2 ▲0.6 ▲0.9

▲0,7 0 ▲0.5 ▲0.8 0.1 ▲0.4 ▲0.7
健保組合 0.1 ▲0,3

0 ▲0.1 ▲0.2 0 ▲0.1 ▲ 0.2
共済 0.1 ▲0.1 ▲0.2

市町村国保 0.9 0.7 0.6 0.6 0.5 0.4 0.8 0.6 0.5

1.2 ▲0.9 0.2 1.2 ▲0.9 0.3 1.3
公費 ▲0.9 0.3

<夢
諄 I」 及び「CttT I」については、今費が減少することも踏まえ、市町本寸国イ呆等の負担軽減策を講じること

IY聾肇壬fhこっぃては、公費が減少することも踏まえ、市町1寸国保及び協会けんぱの負担:経減策を言青じることが

必 要 と な る 。          ___: .___:=__ _… ― 白 ′口 ⌒ た こ口 士マ 雛 生 を 整 ド Z― Lぶ ル 面 Lチトン必 要 とr3‐。。

o上 記以外の場合については、公費を増加させる必要に加え、市町村国保の負担軽減策を講じることが必要となる
一 一 ― 一 一 一 ― 一 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― "―

ロ ー ー ~¨ ― ~~~― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― "―



15日

2年度予算ベース)現行制度の財源構成につい
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<65歳から74歳までの高齢者医療給付費の財源構成 5.3兆円>

<75歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 11.7兆円>

※ 上 段 は 後 期 肩 齢 看 又 薇 ■ の 刀口人 石 膏utZ/bノ リ 司)ガ 、 P椒 :よ梅 報 剛Π言りヽ :/0ノ Vノ ロPノ J

1/3(12ヶ月分 )としている。

に充てられるものとして整理している。

村国保の前期財政調整における負担増分であり、下段は退職者医

者保険者が負担している。
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市町村国保 1.8兆円健保組合 1.3兆円協会けんぼ 1.6兆円

1議鼎為)

'101113

保険料 05

上段は後期高齢者支援金の加入者割(2/3)の部分、下段は総報酬割(1/3)の 部分



A案― I

<前提>
① 6ら歳以上の高齢者は全員国保に加入

※ 国保に加入する高齢者;約 283o万人
整 を投入

v  :曰 J口 1● H口 ′
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④ 65歳未満の保険料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間は総報酬額に応じて按分

65歳未満の保険料等による負担分 51%    ヽ

※ 仮に、前提を③ではなく、65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約01～02兆円減少し、その減少分は若人の保険料等の負担となる。

<現行制度からの財政影響>
保険料Q壺國団整 公費

協会けんぼ 健保組合 共済 市町村国保

▲0.2兆円 0.1兆円 0.1兆円 0,9ツじ円 ▲0,9ツじ
「

※ 公費が減少することも踏まえ、市町村国保等の

負担軽減策を講じることが必要となる。

※ 保険料には、保険料軽減等に対する定額公費が含まれていることから、実際には定額公費を差し引いた額となる。

※ 退職拠出金は、市町村国保iF加入する退職者医療制度の対象者に係る高齢者医療の支援金である。

※ 65歳未満の被用者保険の被扶養者が国保に移行する影響を含む。

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>



A案二 I

<前提>
① 65歳以上の高齢者は全員国保に加入

※ 国保に加入する高齢者 ;約 2830万人

に約5割の公費を投入

③ 高齢者の保険料の総額は現行と同額

④ 65歳未満の保陰料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間は総報酬額に応じて按分

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>
若人の保険料等による負担分 43%

※ 仮に、前提を③で1まなく、65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約01～ 02兆円減少し、その減少分は若人の保険料等の負担となる。

<現行制度からの財政影響>

※ 公費を増加させることに加え、市町村国保の負担

軽減策を講じることが必要となる。

獅譲薫2臨螂蓄黎 曇躍輝軍出麟瑶野ittLる
。

糞蛛 蠣』』言営層編働重薯憬薔曇言著暦コ凛象裏翼纂上
係る高齢者医琴の支援金である。

保険料

0 8

▲0.1兆円▲0.3りК円▲0.6兆円



A案―軍

<前提>
① 65歳以上の高齢者は全員国保に加入

※ 菌保にカロ入する高齢者 :約2830万ハ
の公費を投入

①

③ 65歳未満の保陰料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間は総報酬額に応じて按分

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17ツじ円>
65歳未満の保険料等による負担分 37%

※ 仮に、前提③ではなく、65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約0¬ ～02兆円減少し、その減少分は若人の保険料等の負担となる。

<現行希1度からの財政影響>

※ 公費を増加させることに加え、市町村国保の負担

軽減策を講じることが必要となる。

輝撥:2履鶴篇覇堪姦 :鞘撃爾 躙 亀翼 2菫:鋲鶴L。
本  体 限 科 1‐ い ヽ い い

… …

贅
7:~´

J′  ツ
～

Ⅱ
^~―

‐― ― ― 
―

 ―  ―

糞漫墨挙彗彗譜毅         R』繁言辱蠣琴埋鷲躍駐発嘉長
係る高齢者辱療の支援金である。

(65

▲0.2兆円▲017兆円▲o.9りじ円



B案一 I

蔵険者及び被扶養者は被用者保険)に加入

する高齢者;470万人

投
£芳の下に、被用者保険に移行する高齢者に対する医療給付費

についてもt引き続き、国及び地方自治体からの公費を投入

③ 国保に加入する高齢者の保険料の総額は現行と同額

%      ∫堰導簡遜纂聾謎詫堪議計
て`は` 市町オ

1国
保と被用罐宇保険の間はカロ入者:費無に応じて按分し、被

※ 公費が減少することも踏まえ、市町村国保及び協

会けんぼの負担軽減策を講じることが必要となる。

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円> 被用者保険に加入

国保に加入する高齢者の医療給付費(約 14兆円)‐一―一―一―――――一一―一―一―一■>く■する高齢者の医療 )

- 33%       

/ヽ   16% -65歳 未満の保険料等による負担分 51%     、  給付費(約 3兆円l__

※ 仮に、前提を③でIすなく、国保に加入する65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約0

減少し、その減少分は若人の保険料等の負担となる。

<現行制度からの財政影響>
公費

協会けんぱ 健保組合 共済 市町村国保

0.3りじ円 OJヒ円 0りじ円 0.6ツヒ円 ▲0,9兆円

※ 保険料には、保険料軽減等に対する定額公費が含まれていることから,実際には定額公費を差し引いた額となる。

※ 退職拠出金は、市町村国保に加入する退職者医療制度の対象者に係る高齢者医療の支援金である。

′
彎



BttT Ⅱ
<前提>
① 65歳以上の高齢者は旦堡鯉塾生被星五堡墜Ω蝶堡喚重基ゴ堪塾套革里被用者保険)に加入

,A,_二 … ■ _Lラ ー ユ ニ  月
"^tl

※ 国保に加入する高齢著 ;約2300万人、被用者保険に加入する高齢者 :470万人

の公費を投入
② ヱ裁翼登計諧響翻梶美ぢ絆輝苗晶義勤導苗える」も署克芳の下に、被用者保険に移行する高齢者に対する医療給付費

※ 高齢者の医療給付費にういては、国民全体で

'についても、引き続き、国及び地方自治体からの公費を投入

③ 国保に加入する高齢者の保険料の総額は現行と同額

④ 65歳未満の保険料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間|ま 総報酬額に応じて按分

く65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>
保に加入する高齢者の医療給付費(約 14兆円)

65歳未満の保険料等による負担分 43%

※
握渉し翼喬島Я」雰穣≦ザ]霜晶期轟

する65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約01～02兆円

諄の負担となる。

保 公費
協会けんぱ 健保組合 _ 共済 市町村国保 _

▲o。 1ソじ円 ▲o.5兆円 ▲0.1兆円 0.5兆円 0.2りじ
「

※ 公費の増加に加え、市町村国保の負担軽減策を講

じることが必要となる。

←撃]喜量署驚樫倉)
給付費 (約 3兆円)

※ 高齢者の薩療給付費あ定率公費にういては、70歳以上の高齢者の現役並み所得者の割合から4フ %とした。

※ 保険料には、保険料軽減等に対する

=零
↑章至菫■性■

し¥F■坐 しき
際には定額公費を差し引いた額となる。

^沐墜
“

:‐ 1い いヽい仰～″"‐ ―
茄入嘉 通晨署磋晨諭産の対象者に係る高齢者医療の支援金である。

来 退職拠由金は、市町村国保に
'



B案一Ⅲ

<前提>
① 65歳以上の高齢者は

※ 国保に加入する高齢者 ;約 2300万人、被用者保険に加入する高齢者;470万人

にカロ入

被用者保険に加入

句 る高齢者の医療 )
給付費 (約 3兆円 )

※ 公費を増加させることに加え、市町村国保の負担
軽減策を講じることが必要となる。

②

言手う鷺艶テ争ilξ竃∬]尋巽竃得Ьttt詈強[倉
最 ζ磐貧男の下に、被用者保険に移行する高齢者に対する医療給付費

③ 国保に加入する高齢者の保険料の総額墜現行と同額

%      ∫鵞図亀品畠2最督ぞ裏蕩:い
ては｀

T町
村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>
に加入する高齢者の医療給付費(約 14兆円)

※ 仮に、前提を③ではなく、国保に加入する65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約0¬ ～02兆円

減少し、その減少分は若人の保険料等の負担となる。

保険料鰹団国亜壁_____ 公費
協会けんぱ 健保組合 共済 市町村国保

▲0.5兆円 ▲0.8兆円 ▲0.2兆円 014ツじ円 1.2ソじ円

※

※

※

高齢者の医療給付費の定率公費については、70歳以上の高齢者の現役並み所得者の割合から47%とした。

保険料には、保険料軽減等に対する定額公費が含まれていることから、実際には定額公費を差し引いた額となる。

退職拠出金は、希計村国保に加入する退職者医療制度の対象者に係る高齢者医療の支援金である。

65歳未満の保険料等による負担分



C案― I

<前提>
① 65歳以上の高齢者は国送型興二被里童堡盤⊇壁盤曇肇理響暉噴喧暉立に加入

・  ・・ ― 一 =― "A・ _上 _■ 」 _ラ ■

『

二人 Jヒ  
“

´ ハ 電
= l

V▼ ~““~~~……1,'T―            に加入する高齢者;160万 人
※ 国保に加入する高齢者;約2650万人、被用者保険

②二量丘塑止ρ壁置鐘こ暉整雌幽塵馨基準製の公費を投入
―

‐ ・・  ・ ― -1‐ ‐ 一 ~工 ⌒
一

:… 鴫 C・ 立

fえ石圧両暑現芳の下に、※ 高齢者の医療給付費については、国民全体で

'           
被用者保険に移行する高齢者に対する医療給付費

にういても、引き続き、国及び地方自治体からの公費を投入              、

i国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

被用者保

<65歳 以 上 の 高 齢 者 医 療 給 付 費 の 財 源 構 成 17兆 円 > 険に加入

ヽ  ノ する高齢

(― 一 ― ― 一 ―
=一

―
~~~~~一 ― 一 一 一 国 保 に 加 入 す る 高 齢 者 の 医 療 給 付 費 (約 162兆 円 )―一 ― ― 一 一 一 ― 早 ― 一 ― ― ― ― 一 一 一 一 一 ― → >く 碁3:皐 >

――― …・  ・― ― '― ・ヽ  一―̂´               給付華

`約

国保に加入する高齢者の医療給付費 (約 162兆 円)―一――一一一~早―一――――一一一一一―¬″ ヽ者の医療

33% 一■一二T――二
、√

~~ 14% =~、
〆
~「~∵~~65歳

未満の保険料等による負担分 52% 

―

鷹ふ麟思

仮に、前提を③ではなく、65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約0.¬ ～02兆円減少し、

その減少分は若人の保険料等の負担となる。

※ 公費が減少することも踏まえ、市町村国保の負担

軽減策を講じることが必要となる。

※

※

※

※

く現行制度からの財政影響>



C案―Ⅱ

<前提>
① 65歳以上の高齢者は国保(但し、被用者保険の被保険者は被用者保険)|こ加本

裁予進歯轟緊澪菱拓群艶品轟邁存苺Jえ石」も著え芳の下に、被用者保険に移行する高齢者に対する医療給付費
※ 高齢者の医療給付費については、国民全体で談

につし`ても、引き続き、国及び地方自治体からの公費を投入

0菌 保に

'l入

する高齢者の保険料の総額は現行と同額

④ 65歳未満の保険料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間は総報酬額に応じて按分

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>
国保に加入する高齢者の医療給付費 (約 16.2兆円)                    

｀ 4領勢 >
給付書 (約

65歳未満の保険料等による負担分 44%

※ 仮1蔦

』諺薫蚕当l瀬語置覇導覗曹

74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢煮の保険料は約01～ 02兆円減少し、

担となる。

<現行制度からの財政影響>

※ 公費を増加させることに加え、市町村国保の負担

軽減策を講じることが必要となる。

※ 高齢者の医療給付費の定率公章|こ
ついては 7ヽ0歳 以上の高齢者の現役並み所得者の割合から47%とした。
一  ― ― ‐̂ ^ ―' 一  ‐-1,‐ ' ― ― l― `‐ “

′ヽ 自 三二 ]J]、 4_麟 ルナ

☆離颯准置鯰 轟 編 錦 Z更
藍彗

λ礫 晨ほ
轟 靡

:際には定額公費を差し引いた額となる
,

:齢者医療の支援金である。
※ 退職拠出金は、市町村国保に加入

被用者保

険に加入

０
０

65

▲0.1兆円▲0.4兆円▲0.4ツヒ円



C案=Ⅲ
<前提>
① 65歳以上の高齢者は国保(但しt被用者保険の被保険者は被用者保険)に加入

く                      li#等 11:l「 |:1環:』保険に移行する高齢者に対する医療給付費

についても、り|き続き、国及び地方自治体からの公費を投入

③ 国保に加入する高齢者の保険料の総額は現行と同額

④ 66歳未満の保険料による負担分については、市町村国保と被用者保険の間は加入者数に応じて按分し、被

用者保険者間は総報酬額に応じて按分

<65歳以上の高齢者医療給付費の財源構成 17兆円>
保に加入する高齢者の医療給付費〈約16.2兆円)

※仮に、前提を③ではなく、65歳から74歳の高齢者にも後期高齢者医療制度の保険料率を適用した場合、高齢者の保険料は約0

その減少分は若人の保険料等の負担となる。

(現行制度からの財政影響>
保険料(65歳未満)

公費
協会けんぱ 健保組合 共済 市町村国保

▲0.7兆円 ▲0,7兆円 ▲0.2兆円 0.5りじ円 1.3兆
「

※ 公費を増加させることに加え、市町村国保の負担
軽減策を講じることが必要となる。

65歳未満の保険料等による負担分 38%

被用者保

険に加入

(喜3議 >
給付費 (約
07兆 円 )

畷離喜2層鶴篇覇 堺 轟 懲留護爾 顆 鰍 製2菫t話鶴Lる。
※ 退職拠出金は、市町村国保に加入する退職者医療制月

19



平

4

0 65歳以上の高齢者の医療制度と国保の一体的運用を図る場合、65歳以上の被用者保険の被保険者

及び被扶養者については、国保に加入いただくこととするのか、被用者保険に加入いただくこととするのか、

以下の点を考慮し、検討する必要がある。

被用者保険の被保険者及び被扶養者の取扱いについて

課題案 メリット

保国

<A案>
被保険者

及び被扶養者

↓

<B案>
被保険者

及び被扶養者

↓
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被用者保険の被保険者と被扶養者の人数について(1)

現行制と 
′
(平嗜

22年度予算案ベースの粗い推計)

A案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、市町村国保に加入する。

第4回高齢者医療制度改革会議参考資料

75歳以上 65～ 74歳 65歳未満

被用者保険の

被保険者

:‐  :||■ ||‐ 11‐ 1111■

国保

約 30万人

■■‐|■1■
■・|■|:、経キ■名

`も

1芳|ズ

国保   ・組合  約40万人

約 135万人 ・共済等  約 4万人

硫会'■綺lib10bl方人

組合  約 1500万 人

共済等  約 430万 人

被用者保険の被保険者

であった方 (75歳以上 )

に扶養されている方

国保
・約 5万人

国保

約 5万人

国保

約 2万人

被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に

扶養されている方

国保

約 5万人

・協会  約 20万人

国保   ・組合  約 15万人

約 35万人 ・共済等  約 1万人

・協会 約 30万人

国保   ・組合 約 15万人

約 50万人 ・共済等 約 2万人

被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に

扶養されている方

国保

約 100万人

“協会  約 50万人

国保   ・組合  約 25万人

約 85万人 ・共済等 約 10万人

協会  約 1400万 人

組合  約 1400万 人

共済等  約 450万 人



被用者保険の被保険者と被扶養者の人数について(2)

(平成22年度予算案ベースの粗い推計)

B案 :被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、被用者保険に加入する。

C案 :被用者保 積用者保険に加入し、被扶        町村国保に加入する。

3

第4回高齢者医療制度改革会議参考資料

65歳未満
75歳嘘 65～ 74歳

聰 蘇ざ絆|■被用者保険の

被保険者 璃喜:IT樵
= ~~1穏

妻量墓IIFII::lli:LL量菫[二理彗
=翌

婁羹・
被用者保険の被保険者

であった方 (75歳 以上 )

に扶養されている方
ItII晏

塾

IIII::畳

i

~~…

理 暮 塁

:三 ::II11:lil::狂
被用者保険の被保

険者 (65～ 74歳 )に

扶巻されている方 ≡I:::墨
II::II豊

i
II:亜互::[::「 1登

i革

`::ミ

IIIIII

::::〔
::こF:[[二雁 奏

:IIIII III・言[IIIII犠 i:11::iIIII
被用者保険の被保

険者 (65歳未満)に

♯群 れている方 平:菫塾:F亀轟量≡三
後期高齢者医療制度から被用者保険に移行する方

市町村国保から被用者保険に移行する方
約 210万 人 (協会

約 7万人

;約 130万人、組合 ;約 50万人、共済等 i約 30万人)

65歳未満75歳以上    _ F'5-7 4#

被用者保険の
被保険者 Ⅷ ll斃》 =埋

ril:晴弊=i
111[言

[:F:三
:I11理墾憂::被用者保険の被保険者

であった方(75歳 以上)

に扶養されている方

国保

約 5万人

国保

約 5万人

畷菫・‐筆担国保

約 5万人

・ 協会  約 20万 人

綺冒督万人‐墾墓等 ふ旱翼炎
被用者保険の被保

険者(65～ 74歳 )に

1土差六熟.ている方

:::II嘔≡I::::ほ
lIDI::瓦

思::::::国保

約 180万人

・協会  約 50カ人

国保  ・組合  約 25万人

約85万人,共済等也上ユ互△

被用者保険の被保

険者(65歳未満)に

扶養されている方



高齢者の加入する医療保険の運営主体のあり方について

蓮営主体は都道(oこれまでの会議において、多くの委員より、高齢者の加入する医療1          府県単位とすべきである

との意見があつたが、                           一

3

メリット

メリツト

※(1)・ (2)・ (4)については、保険料徴収、窓口相談等の業務は市町村が行うことを前提として整理。

i任が明確になる:

鉾撃な晶菫魃 季竜ここができる。
やすい。

獄涵菫ξ蔚撫京
恒することとなるが、きめ細やかな事業展開を図るインセ

:   鱗翻夕雰警也  ダ詈曇:‖l翼

8驚瑾曇真霞謀雑笹≦墨桑3長主微認寵葛錯
≧灘鮪瞳 象逸とすることも可能。

1嘱露:キと予簾紺i支蔚霧″キ詭堺 県
こすることとなるが、きめ細やかな事業展開を図るインセ



l10市Ⅲ●
メリツト

メリット

○ 住民の認知度が高い。

○ 市町村長は、住民から直接選ばれているため、責任が明確になる。

O保 険料等の決定について市町村が行うことから、議会や住民に対する保険料等の制度の説明責任が明確に

なる。

O事 務を実施する上で、組織内でのノウハウが承継しやすい。

O高齢化の進展に伴い、高齢者医療費は増大することが見込まれそおり、市町沐寸単位で財政運営を行うことに

は限界がある。

○ 医療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定のた

め、保険者について、都道府県単位を軸とした再編・統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ;国から都道府県単位の公法人による運営)

○ 市町村間において保険料基準にバラつきが生じることとなる。

○ 国保と同様に、市町村によつては、一般会計からの繰り入れを行うことによる財政負担が生じるおそれがある。

8置量穿融契量然暑聾Ь責任者となるため、責任′が巽
確
鞣F2ヒ所得であれば、同じ保険料となる。○ 一律の保険料基準を設けることができれば、全国に

○「中央集権からt地域主権へ」という基本的な流れに逆行する。

o医 療保険制度においては、保険財政規模の広域化、地域の医療費水準に見合つた保険料水準の設定のた

め、保険者|こついて、都道府県単位を軸とした再編口統合を推進しているが、こうした取組に逆行する。

(市町村国保 ;保険財政共同安定化事業等の実施、協会けんぱ:国から都道府県単位の公法人による運営)

○ 地域ごとに医療費が異なる中で、国が一律の保険料基準を設けることが適当か。

※ 後期高齢者医療制度においては、被保険者一人当たりの平均保険料額について、最大約2倍の地域格

差があり、全国一律の保険料基準とした場合、著しい保険料の増減が生じる。

○ 地域における保健事業等の取組によつて、地域の医療費を抑えて保険料率に反映させるといつたインセン

ティブが働かなくなるおそれがある。

24



高齢者医療と市町村国保の運営のあり方について

○ 新たな輛!度のあり方め検討に当たつての基本的な考え方(6原則)において、『マニフエストで掲げている「地

域保険としてのァ元的運用」の第一段階として、高齢者のための新たな制度を構築する』としているところ。

O平成22年度に国保制度の見直し(参考資料参照)の一環として、市町村国保の広域化を進めることとしてい

る中で、今後、高齢者医療と市町村国保のT体的な運営を図つていくことについて、どのように考えるか。

○ 同一地域に年齢で区分された2つの地域保険が併存している状況を解消することができる。

○ 高齢者医療と市町村国保を都道府県単位で運営することにより、財政運営の安定化を図ることが

できる。

o現 在の後期高齢者医療制度、前期高齢者に係る財政調整、市町村国保については、それぞれ財

源や仕組みが異なる中で、どのような財政運営の仕組みを設けることが適切か。

○ 世帯主がまとめて保険料を納付している市町村国保と一体的な運営を図ることにより、後期高齢者

医療制度において個人単位で保険料を徴収したことにより生じた問題点を解消できる。

○ 市町村国保では、保険料額にバラつきがある(同一都道府県内の市町村国保における被保険者

一人当たりの平均保険料額の格差は、最大約3倍 )中で、どのようにして保険料基準・額の統一を図

るべきか。

○ 市町村国保では、収納率の向上が大きな課題となつている中で、財政運営は都道府県単位とした

場合、どのようにして市町村が収納対策に責任を果たすことのできる仕組みを設けることが可能か。

O世帯員が年齢で区分されず、同じ制度1手加入することにより、高額療養費において不利益を被る事

例が解消できる。      ・

〇 市町村国保では、保健事業の推進による医療費の適正化が大きな課題となつている中で、財政運

営は都道府県単位とした場合、どのようにして市町村が保健事業に責任を果たすことのできる仕組

みを設けることが可能か。
25



市町村国保の運営の広域化・地方分権の推進

・:平成22年度の国保制度見直し案 (骨子)

(3)都道府県内の標準設定
・保険者規模別の収納率目標
・赤字解消の目標年次
0標準的な保険料算定方式
0標準的な応益割合 など

(参考)「広域化等支援方針(仮称)」 が策定された都道府県については、次の措置を講じる。

① 保険料収納率が基準を下回る市町付国保に対する国の交付金の減額措置の廃止

② 広域化等支援基金の都道府県による使用の容認 (広域化等支援方針策定経費への支出等)

26

支援方針を策定。3～ 5年程度の

平

3

○ 平成22年度の国保制度の見直しのす環として、市町村国保の広域化を以下のとおり図ることとしているが、こう

した現行の国保制度の広域化の推進と、高齢者医療制度における見直しとの関係について、どのように考えるか。

○ 地方分権改革推進委員会第3次勧告(※ )で指摘された規定については、勧告に従つて廃止。

※地方分権改革推進委員会第3次勧告(概要)(平成21年 10月 7日 )

・ 市町村が保険料率の変更や任意給付の創設をする場合などにおける都道府県知事への事前協議義務 → 廃止すべき

。医療費が著しく高額として厚生労働大臣の指定を受けた市町村による運営安定化計画の策定義務 → 廃止すべき

○ 民主党マニフエストで盛り込まれた地域保険としての一元的運用の方向性及び地方分権改革推進要綱 の

趣旨を踏まえ、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、新たに都道府県の判断により、

以下のことを実施できることとする。

① 保険財政共同安定化事業の拡大(対象医療費のラ1下げ等)

②「広域化等支援方針(仮称)」 の策定

○「地域保険としての一元的運用」のあり方については、高齢者医療制度の見直しにあわせて議論を行う。



「費用負担のあり方」に関する論点と各委員の主な御意見

新たな制度がどのような制度になるとしても、高齢者の医療費は、公費・高齢者の保険料・若人の保険

料・患者負担の組み合わせで支えることになるが、以下の論点について、どのように考えるか。

1.公費のあり方について
これまでの委員の主な御意見主な論点

嘲脚曇饂ドヽ

鰐鷺翻椰欄躙凩源のあり方を検討すべき。(ノlヽ林委員)

・
4
・
ぶ轟摯鋪軒静i7難氏滋 、14皇鶴ぎ
員)

驀 繭  電雛 銹 夢

○ 新たな制度における公費のあり方について、どのように考える

か 。

・ 現行の後期高齢者医療制度においては、75歳以上の高齢者

の医療給付費に対して約5割の公費を投入。

・ 後期高齢者医療制度における公費の負担割合は、国、都道

府県、市町村が、4:1:1。

・ 65歳～74歳の高齢者の医療給付費については、若人と同様、

市町村国保では約5割、協会けんぼでは 13%(来年度から

16.4%)の公費が投入。

<池上案の論点>
・ 所得等に着日した全年齢リスク構造調整とした場合、公費の役割が

薄まるのではないか。

そ対馬案(健保連)の論点>
・ 65歳から74歳の高齢者の公費負担割合を5割とした場合、新たに

1.2兆円の公費が必要となる。

<小島案(連合)の論点>
・ 70歳以上の高齢者の公費負担割合を5割とした場合、新たに多観
の公費が必要となる。

・ 比較的高所得な被用者保険のOBに、国保に加入する高齢者と同

様に公費を投入することは適当か。

<宮武案の論点>
・ 高齢者の公費負担割合についてどのように考えるか。



2.若人の保険料について

これまでの委員の主な御意見
主な論点

・ 新たな制度においては、事業主の負担が現状を下回らない

制度とすべき。(阿部委員)

運I]覇蓼曹諧 Ittξ課1凡
田委員 )

t「馨薫匿譴 者桑免亀製晨U誦 翻 郷 訴 層胤

制度となることが重要である6(′l｀林委員)

懇1鰐鮨躍曇夕國翻霧暴[Rξ争長
き。(宮武委員)

員)

1珈柵 濶 晟:
(三上委員)

○ 新たな制度における若人の保険料による負担(支援金)について、国

保と被用者保険間、被用者保険内での按分方法をどのように考えるか。

・ 現行制度においては、75歳以上の高齢者の医療給付費の約4割を

支援金による負担としている。

・ 現行の後期高齢者支援金。前期高齢者の財政調整制度においては、

国保と被用者保険は所得捕捉が異なることから加入者数で按分してい

る。
:被用者保険者間でも加入者数で按分してきたが、平成22～ 24年度

の特例措置として、後期高齢者支援金の1/3については、総報酬割

により按分することとしている。(改正法案を今国会に提出中)

○ 社会保障・税に関わる番号制度の検討状況を踏まえ、国保と被用者

保険間の按分方法は改めて検討すべきではないか。

<池上案の論点>
・ 国保保険者間、被用者保険者間での財政調整は、総報酬割が可能である

が、国保と被用者保険者間では、公平な所得捕捉の実現が前提となるため、

当面は年齢構成の違いのみによる調整となる。

<対馬案(健保連)の論点>
・被用者保険間の支援金の按分方法を総報酬割とすることについて、65歳

以上に5割の公費が投入されることを前提としていることをどのように考える

か 。

<小島案(連合)の論点>
口被用者保険が比較的所得の高い被用者OBのみを支えることについて、ど

のように考えるか。

<宮武案の論点>
・ 被用者保険者間の支援金の按分方法について、どのように考えるか。

０
０



高齢者の保険料について

これまでの委員の主な御意見

l専島墓穏異昇級蓬サ1謡薔違炉計旦」奮原
則とし格差のな

組電甚境矮負12桑虜な良ξ滉童罐 望
に

樋口委員)

朧 I隕珈聯
委員、神田委員)

"蠣
辮熙誓鞭ξ貴警毬

屋ρ理暫:裔磁曇lなる。(堂本委員)・
恣嘔 鱒「 8:[籐処ン●
・高齢機 見量襟騨 3翌象総霧雷ξ俊峯ザ梨亀甘

(三上委員)

○ 新たな制度における高齢者の保険料の負担割合について、どのように

考えるか。        、

・ 現行の後期高齢者医療制度においては、75歳以上の高齢者の医療

給付費の約1害1(低所得者等への保険料軽減措置により,実質約7%)

を保険料としている。

・ 65歳から74歳の高齢者については、それぞれが加入している医療

保険の保険料率によることとなつている。(負担割合の平均は、約3割 )

○ 今後の人口構成に占める高齢者と若人の比率の変化を考慮し、どの

ような調整の仕組みを設けるべきか。

・ 現行の後期高齢者医療制度においては、「若人人口の減少」による若

人一人当たりの負担の増加分について、75歳以上の高齢者と若人と

で半分ずつ負担する仕組みとしている。

○ 高齢者と若人の一人当たりの医療費の伸びについては、どちらが高い

か見込むことが困難となつている状況も踏まえて、伸びの違いが生じた

場合を考慮し、どのような仕組みを設けるべきか。

<池上案・ノト島案(連合)の論点>
・ 高齢者と若人の負担割合が不明確になることについて、どのように考えるか。

<対馬案(健保連)の論点>
・ 公費以外の部分を、高齢者と若年者の人数比で按分することとした場合、制

度発足時は高齢者の負担が減少し、若年者の負担が増加する一方、今後、現

行制度と比較すると、医療費の増加に比例し、高齢者の負担の増加率の方が

大きくなつていくことをどう考えるか。

<宮武案の論点>
・ 65歳以上の高齢者の負担割合を、現行の75歳以上の高齢者の負担水準と

した場合、若人の負担か公費が増加することとなる。

・ 75歳以上の高齢者の負担割合を、現行の65歳から74歳の高齢者の負担 `

水準とした場合、71歳以上の高齢者の負担が増加することとなる。



4.患者負担のあり方について

これまでの委員の主な御意見主な論点

:新たな制度の給付は必要な医療を保障し、65歳未満は8割給付、65歳以上は9割給

付とすべき。(阿部委員)

・ 窓ロー部負担は、保険制度の種類に関わらず70歳以上は一律で1割負担とすべき。

(60歳以下2割負担)(小島委員)

・ 国民皆保険を守る観点から、高齢者にもその負担能力に応じた適切な負担を求めるベ

き。(齊藤委員)(再掲)

・ 国民皆保険制度では、世代間の連帯が重要である。若い方の負担が高齢者より大きい

かどうかを比較するのではなく、国民の一生涯を見据えた公平を考えていく必要がある。

(堂本委員)(再掲)

・高
雪息t鋼聾霊駆確を結講諄鶴藻饗鍵現轟碁喜々

掲 )

、高〒讐翻鞘搬鶴爾貯鵞:難1・ 自己負担については、無駄な受診を減らし

られてきたため、低所得者ほど窓口負担が大きいことを理由に受診を控えているという実

態がある。自己負担が大きいことは病院への治療費未払いの原因の一つにもなつている。

新たな制度においては、自己負担を今よりも引き下げる方向で考えるべき。(近藤委員)

・ 患者負担については、負担の公平性の観点から3害1が限界である。現行の高齢者の負

担割合は、原則として、70～ 74歳は2割、75歳以上は1割であるが、どの程度の患者負

担が世代間の公平の観点から適当であるかという議論をすべき。(知事会(西川代理))

・
蔵 留 鋸 尉 糧 甜 翠 ξ 糧駅 考1米鷺

～

2割、それ以外は3割となつて

・ 現役並み所得者の患者負担については、現役と同じ3割というのは非常に苦しいものか

もしれない。まず2割負担にして、さらに高額療養費等の適用のところで工夫すべきでは

ないか。(対馬委員)

○ 新たな制度における患者負担割合につい

て、どのように考えるか。

・現行制度における法律上の患者負担割合

75歳以上:1割 ※

70歳～74歳 :2割 (予算措置で1割に凍結中)

※70歳未満:3割

※ 現役並み所得者は3割

・ 患者負担割合を変更した場合の医療給付

費の影響額

70歳～74歳 :1割で恒久化 キ2,000億 円

2割で恒久化 -1,600億 円

65歳～69歳 :3割 → 2割 +3,500億 円

3割 → 1割 +7,200億円

ｎ
υ



「保険料・給付・医療サービス等のあり方」に関する論点と各委員の主な御意見

保険料のあり方について

これまでの委員の主な御意見

「 嵩齢者の尊厳を守り、低所得者や障害者にとつて温かみのある制

・
』鰤戦賑喜「1ぎ黒鯖霧誡 ミ、鱗
.電輩鮭尊1裏蘇:i瞑磐虐襲廃矮]に応じた適

」を原則とし、格差のない料率

・

膨 鳴 富夕円 雪 i3綿 鷺 魚を塁 現 駆 電 喜お詈

齢者が一定の負担をすべき:(樋口委員 )

・ 地域保険として国保が受け

11:董嚢菖

'ば

現`在の世帯単位での

口後期高齢者医療制度における個人単位の保険料賦課は、世帯単

彗11唇蔀辟県雹塁雀↑蓄禽墓賃F険
料は、世帯主に賦課すべ

口高齢者の医療保険は保障の理念が重要であり、保険料の上限の

.量屏h」吼雲輛雉鮒島』tξ譲沐 民よ電融円より

.1    ■まltil籍停貰菫程寒躙 統
・
…
憮 悩 は職域保険と同額まで弓|き上げるべき。幅
口委員、阿部委員)

○ 制度の枠組みによつては、高齢者は地域保険又は被用者保険

|=加入することとなるが、
・ 地域保険に加入する方は、

8η分彗Ⅷ 菫7鷲乳全雪√京饒 まであ方砿

9脚獅剛  鵬
・ 被用者保険にカロ入する方は、現役世代と同様の保険料

o聰 薯選療制度においては、保険料を個人単位で賦課・

警怪拠轟黒蘇:ゝ入する方の保険料は、一括して世帯主に導課

.塩富薯漠復嵩 薄 れ の保険料は、被保険者から賦課し、

徴収することでよいか。

世代と同じ上限とすることでよいか。



これまでの委員の主な御意見

臆 躙 露諫汁艘麒濫 凛象
つ

なくなつた方の取扱いについても考慮する必要がある。(樋口委

員 )

○保険料の徴収方法

・保険料の徴収のあり方として、年金天弓|きか口座振替にするか

は、年金受給者については選択制にすることが適当である。(小

島委員)

○ 地域保険にカロ入する低所得の方の保険料の軽減措置をどのように

すべきか。その際、介護保険との整合性をどのように考えるか。

・後期高齢者医療制度の低所得者の保険料軽減措置については、

施行当初は、「保険料の均等害1;フ割・5割・2割軽減」であつたが、

施行後の見直しにより、「保険料の均等割;9割・8.5害 1・ 5割・2割

軽減、所得割:5割軽減」となつている。

・ 市町村国保の低所得者の保険料軽減措置については、「保険料

め応益割 (均等割及び平等割);7割・6割・2割軽減」となつている。

※ 各制度の最も低い保険料額 <全国平均の月額>
・ 後期高齢者医療制度 ; 約350円 (均等割;9割軽減)

・ 市町村国保    ;約 1,000円 (均等割;7害1軽減)

・ 介護保険     ;約 2,000円 (基準額:5割軽減)

○ 被用者保険の被扶養者が地域保険に加入する場合、保険料の軽

減措置をどのようにすべきか。その際、軽減措置がない国保の世帯

員との公平性をどう考えるか。

・ 後期高齢者医療制度1手おいては 当ヽ初は、制度カロ入時から2年間

の軽減措置(均等割i5吉1軽減)を講じることとしていたが、施行後

の見直しにより、『保険料の均等割;9割軽減」となつている
`:被扶養者の保険料の軽減措置は、需1度加入時に被扶養者であつ

たことにより対象としているが、その後t扶養関係がなくなつた方の

取扱いについても考慮する必要がある。

○ 後期高齢者医療制度みび市町村国保(65歳以上の被保険者のみ

が加入する世帯)の保険料の徴収においては、現在、年金からの支

払いと口座振替との選択によりお支払いいただいているが、年金か

らの支払いについてどのように考えるべきか。



2.給付のあり方について

これまでの委員の主な御意見主な論点

○ 新たな制度における患者負担割合につ

いて、どのように考えるか。

※現行制度における法律上の患者負担割合

・ 75歳以上 :1割 (現役並み所得者は3割 )

・ 70歳～74歳 ;2割 (予算措置で1割に凍

結中)

(現役並み所得者は3割 )

・ 70歳未満 ;3害1

※ 患者負担割合を変更した場合の医療給付費

の影響額

70歳γ74歳 :1割で恒久化 キ2,000億円、

2割で恒久化 -1,600億 円

65歳～69歳 :3割→2割 +3,50o億 円、

3割→1割 +7,200億 円

,新たな制度の給付は必要な医療を保障し、65歳未満は8割給付、65歳 以上は9害1給

付とすべき。(阿部委員 )

,窓ロー部負担は、保険制度の種類に関わらず70歳以上は一律で1割負担とすべき。

(69歳以下2割負担)(小島委員)

・ 国民皆保険を守る観点から、高齢者にもその負担能力に応じた適切な負担を求めるベ

き。(齊藤委員)(再掲)

・ 国民皆保険制度では、世代間の連帯が重要である。若い方の負担が高齢者より大きい

かどうかを比較するのではなく、国民の―生涯を見据えた公平を考えていく必要がある。

(堂本委員)(再掲)

・ 高齢者だけが利益を得るのではなく、たとえ低所得であつても高齢者も国民の一人とし

て少額の保険料を負担するなど、全ての高齢者が一定の負担をすべき。(樋口委員)(再

掲)

・

諾 雫 鰹 獅 鍋 剪 懸 濃曰 瓢 顎 ξ長21●
な

日、自己負担については、無駄な受診を減らし、効率化を図ることを目的に徐々に引き上げ

られてきたため、低所得者ほど窓口負担が大きいことを理由に受診を控えているという実

態がある。自己負担が大きいことは病院への治療費未払いの原因の一つにもなつている。

新たな制度においては、自己負担を今よりも引き下げる方向で考えるべき。(近藤委員)

・ 患者負担については、負担の公平性の観点から3割が限界である。現行の高齢者の負

担割合は、原則として、70～74歳は2割、フ5歳以上は1割であるが、どの程度の患者負

担が世代間の公平の観点から適当であるかという議論をすべき。(知事会 (西川代理))

・ 現在の窓口負担は、75歳以上が1割、70歳から74歳は2割、それ以外は3割となつて

いるが、これ以上の負担とすべきではない。(′1ヽ島委員)

・ 現役並み所得者の患者負担については、現役と同じ3割というのは非常に苦しいもの

かもしれない。まず2割負担にして、さらに高額療養費等の適用のところで工夫すべきで

はないか6(対馬委員)



これまでの委員の主な御意見

○ 患者負担については、高額療養費制度により月ごとの限度額を設けるととも

に、70歳以上の高齢者については、以下の措置を講じ、更なる負担軽減を

図つているが、どのように考えるか。

① 被保険者の所得等に応じて4段階(現役世代は3段階)の限度額を設定し

ている。

② 現役世代に比べて限度額を低く設定している。

③ 男1に個人ごとに外来だけの低い限度額を設定している。

④ 全てのレセプトを対象として、限度額を計算している。(70歳未満の方は、

21;000円以上のレセプトのみを対象としている。)

※ 高額療養費のあり方については、社会保障審議会医療保険部会において、現役世

代のあり方も含めて議論を進める。

OA案 (65歳以上の高齢者はすべて国保に加入)及びC案 (65歳 以上の働い

ている高齢者は被用者保険に加入し、その被扶養者は国保に加入)の場合に

は、世帯内で加入する医療保険が別れ:それぞれの医療保険ごとに高額療養

費が計算されることにより、世帯全体としての負担が重くなることがあるが、こ

うした場合、負担軽減策を講じることが必要ではないか。

※ 被保険者の収入、所得、レセプト等に係る情報は保険者ごとに管理していることから、

現在の高額療養費は保険者ごとに限度額の適用及び支給額の算定を行つている。

※ 医療保険と介護保険の双方による負担を軽減するため、平成20年度から開始した

「高額医療・高額介護合算制度」により、年ごとの限度額を設け、負担軽減を図つてい

る。
この制度についても、高額療養費と同様、医療保険上の世帯を単位として限度額の

適用及び支給額の算定を行つている。

34



3.医療サTビス

主な論点 これまでの委員の主な御意見

o今 般の診療報酬改定によつて、平成22年度よ

り、75歳という年齢に着目した診療報酬体系は

廃止されることとなつたところ。

・ 後期高齢者診療料
口後期高齢者終末期相談支援料

・ 後期高齢者特定入院基本料 等の全17項 目

○ 今後め高齢者に対する医療サービス等のあり

方については、以下の基本的な視点に立つて取り

組むべきではないか。
・ それぞれの地域において、入院に頼りすぎるこ

となく、切れ目なく必要な医療・介護・リハビリが受

けられる体制を構築することが必要。

・ 必要な医療費は拡充しつつ、かかりつけ医の普

及等を図りながら、効率化できる部分は効率化す

るなど、真に高齢者の立場に立つた医療提供体

制の構築が必要。
・ 高齢者の増加を踏まえ、様々な高齢者の二T
ズに応じた多様なケアの提供体制の充実や医

療・福祉の人材育成をはじめとする長期的・総合

的な構想の策定とモニタリングの仕組みが必要。

※ 医療サービス等のあり方については、平成24年度

の診療報酬・介護報酬の同時改定に向けて、別途設

置する検討の場において、議論を進める。

イギリスでは、医療崩壊と言われる状況から立ち直る際に、NSFと呼ばれる疾

患領域ごとの10カ年の長期計画を策定しており、この中に高齢者医療版という

ものもある。日本版NSFにより、10年後の目標設定を行い、それを実現する手

立てを考えてモニタリングするような考え方を行うべき。(近藤委員)

十日本の医療費を0巨CD平均並みに上げつつ、それ以上に上がらないシステム

について検討していく必要がある。そのために、かかりつけ医制度や終末期相

談支援料が、どのような役割を担えるのか考えていく必要がある。(鎌田委員)

,高齢者は慢性的な疾患を抱えやすく、かかりつけ医制度については、他の先

進諸国と同様、必要である。(宮武委員)

:後期高齢者終末期相談支援料については、導入の仕方に問題があつたが、自

分がどのように最期を迎えるかについて、看護師や医者と相談していくといつた

制度は必要である。(宮武委員)

,病院に頼りすぎていた日本の医療を、自宅や自宅に近い環境で最期まで暮ら

し、看取ることができるような体制に変えていくべき。(宮武委員)

l終末期医療制度は、せつかく国民的合意ができつつある段階で、打ち出し方が

悪く、議論が後退してしまった。新たに国民・高齢者が論議できるようにするべき。

(樋口委員)

・ 新たな制度の医療サービスについては、高齢者の健康維持・諸機能維持に必

要なリハビリについても検討すべき。(樋口委員)

。それぞれの地域において,入院に頼りすぎることなく、切れ目なく必要な医療・

介護・リハビリが受けられる体制を構築することが必要。(神田委員)

・ 75歳に着目した診療報酬体系が廃止されたが、複数の疾患あるいは重複受

診をどう避けて、より効果的な医療にするかが重要である。(神 田委員)

・ 新たな制度のあり方の前提として、救急医療、周産期や小児科医療などをはじ

めとする医療崩壊を防止するために、診療報酬をさらに引き上げ、医療費の総

額を拡大すべき。(阿部委員)

・ 高齢者が医療を過剰に受けているようにも思えるので、医療を受ける高齢者の

あり方についても考える必要がある。(岩見委員)



4.保健サービス等

主な論点 これまでの委員の主な御意見

都道府県単位ぐらいで競争原理がきちつと働くような保

険者機能というものを持つて、そこで3次救急はどうする

か、健康づくり運動はどうするかという対応が適切に行わ

れていくことによつて、国民は安心できるのではないか。

(鎌田委員 )

○ 制度の枠組みによつては、高齢者は地域保険又は被用者保険にカロ入す

ることとなるが、地域保険の場合は、健康診査や健康づくり等の保健事業

は、市町村・都道府県・広域連合のどこが担うべきか。

・ 現在の後期高齢者医療制度においては、一義的には運営主体である広

域連合が保健事業の実施主体となつているが、実際には市町村が広域連

合からめ委託等を受けて実施している。

・ 市町村国保においては、保険者である市町村が保健事業を実施。

※ 実施主体が市町村から広域連合に変わつたこと等により、人間ドックが受けら

れなくなるという問題も生じたところ。

○ 後期高齢者医療制度においては、現役世代の健康診査と異なり、健康

診査の実施は広域連合の努力義務とされた。こうした中で受診率の低下

が生じており、健康診査の実施を義務化すべきではないか。

※ 受診率推移

H19年 1隻 :260/o→ H20年度 ;210/o→ H214F度 ;24%

(19年度・20年度は実績。21年度は各広域連合から提出された

健康診査受診率向上計画に基づく受診率見込み。)



これまでの委員の主な御意見
主な論点

○高齢者の健康づくり

・ これからは健康づくりであれば、健康相談・指導口保健サービ

スといった点が重要になる。(神田委員)

―医療費の増大が見込まれる中で、健全な方法により医療費

の伸びを抑制していくことは重要である。新たな制度において

も、健康づくり事業などの受益と負担を運動させる仕組みを導

入すべき。(知事会(西川代理))

○生活習慣病対策
・ 生活習慣病の予防について、今まで、どちらかというと自治体

任せで国として本腰を入れてやつてこなかつたのではないか。

今回、政府、自治体、医療機関を挙げて予防医療に取り組むと

いう方針を示すべきである。(阿部委員)

・ 高齢者医療確保法に規定されている特定健診や特定保健指

導は非常に斬新な考え方である。20年度は混乱もあつたが、

健保組合としても、保険者機能を発揮しながら積極的に取り組

んでいる。(対 馬委員)

・ 特定健診及び特定保健指導は、保険者機能の強化のために

効果的な取組となつており、更に進めていく必要があるが、健

診等の実施率による支援金の加算・減算の仕組みは、廃止を

含めて見直すべき:(小林委員)

○医療費適正化の事業

・ 広域連合でもジエネリック医薬品を使つた場合の負担軽減額

をお知らせする取組などを、国の支援をいただいてぜひ進めて

いただきたい。高齢者医療費の効率化、高齢者の方の窓口負

担の軽減につながる:(ノト林委員)

○ 高齢者の健康づくりを推進するため、新たにどのような地域にお

・
£象了 層:館:]冨凛担了1蠣魏言
.髯驚斉∫璽fF源君箕季行的な事業についでは、重点的な財政
支援を行つているところ。

撃濫貪駆辟1胤蜃 軽駿と、

「
続き、同様の仕組みが必要ではないか。

※ 特定健診・特定保健指導の今後のあり方については、別途の検討の場

において、議論を進める。

Om遷祀鱈
イ
   li:li:よ :::i::若露 1:i;::l

今後、どのような取組が必要か。
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第6回高齢者医療 1庸改革会議

各委員の主な意見の概要

1 今後の議論の進め方について

・ 示されているスケジュールについては、中間とりまとめや法案提出までの期間が短い

ことを危惧 しており、結論の時期を決めずに、十分議論を行う必要がある。(神田委員)

・ 現場の声についてアンケー トを取るなど配慮すべき。 (神田委員)

・ 前政権が講 じた負担軽減措置は継続すべきだが、これ らの激変緩和措置はあくまで経

過措置であり不安定であることから、後期高齢者医療制度の廃止はできるだけ急 ぐべき。

(阿部委員)

・ 自治体が自主的に運営するのが、本来の「広域連合」という制度であるが、国の指示

で作 られた経緯があるものの、国の決めつけで一方的に地方に負担を求める制度になら

ないよう、都道府県・広域連合・市町村と協議や検討を十分に行うべき。 (横尾委員)

・ シス手ムの トラブルや制度的な混乱の問題もあったので、次の制度においては、シス

テムの十分な検証と充実を図るとともに、スケジユール等を十分に検討すべき。 (横尾

委員)

・ 現行の制度の法律が平成 18年 6月 に公布され、その後、整備政令・省令が公布され

たが、システム改修が遅れた経緯がある。平成 25年 4月 施行を目指すには、新たな制

度の政令・省令を早めに出していただ く必要がある。 (岡崎委員)

・ 制度の議論においては、財政調整、公費、保険料や自己負担の負担割合など、各論が

対象となりやすいが、制度そのものが負担の公平を実現 していくという根本的な考え方

の議論が必要である。 (堂本委員)

: 後期高齢者医療制度は定着 しつつあり、よりよい形に見直すのであれば、社会保障全

体がどうあるべきか、費用負担はどうしていくかといつた点について、骨太な議論が必

要である。 (神 田委員)

・ 地域や家族の問題を含めて、介護保険との連続性や継続性について議論すべき。 (樋

口委員 )

・ 介護保険との連携も含めて、包括的な地域社会づくりの視点で検討すべき。 (堂本委

員 )

・ 提供される医療の中身、提供体制、人材の育成など、どのような医療を提供するのか

という問題について、診療報酬に限らず幅広に議論すべきであり、別の少人数の議論の

場が必要である。(近藤委員)

・ 新たな制度の検討を行う前提として、データに基づいた議論を行う必要がある。(岩

村座長)                               ,



医療保険制度については、平成 14年までの 5年間、さらには 10年 くらい前か ら集

中して議論が行われていると聞き及んでいる。厚労省で検討され、現制度をスター トさ

れるに至つた際のプラスの点、マイナスの点についての情報を共有すべき。(横尾委員 )

だれがどこの保険に加入するかという検討に当たつては、高齢世代の医療費をだれが

負担するのかという点と、どの保険者に加入した方が効率的な保険運営がなされるのか

という点に分けて議論していく必要があるのではないか。(ノlヽ林委員)

2 後期高齢者医療制度等の問題点・利点につい

制度の移行を短期間で円滑に行 うためには、後期高齢者医療制度の利点をどう生か し

ていくのか、新たに生 じた問題をどう解消 していくのか、という視点が必要である。(神

田委員)

・ 後期高齢者の中には、まだ働いて社会で活動 している人もいるにもかかわ らず、「高

齢者の心身の特性」の名の下tすべての後期高齢者を一つにまとめてしまつたことが

最も大きな問題である。 (見坊委員)

・ 後期高齢者医療制度は、社会全体の差別解消・格差解消が国際的にも進んできてい

る中で、それに反する制度である。 (見坊委員)

・ 75歳 という年齢で区分する制度は、社会保険の理念や原理原則に反する。 (宮武委

員)                              .
・ 国会での法案審議の段階か ら、連合は後期高齢者医療制度に反対であると主張 して

きたので、廃止を前提にした新たな姿の検討については賛成である。(′lヽ島委員)

・ 高齢者医療確保法の総則の第 1条で医療費適正化について規定されているように、

後期高齢者医療制度は、医療費抑制を目的としていることに大きな問題がある。(三上

委員)

・ 現行制度は財政面と医療サービスの提供と2つの問題があつた。財政面は凍結され

ているから問題になつていないだけであり、国の財政は悪化している。医療サービス

についても、後期高齢者診療料が実際に僅かしか算定されていないことが示すように、

実施されていないから沈静化しているだけと考える。(樋口委員)

・ 現行の医療制度は、後期高齢者医療+1度、前期高齢者の財政調整、前期高齢者でも

70歳以上と未満で窓口負担が異なること、退職者医療制度、若人の医療保険制度と

複数の制度で成り立つ複雑なものであることに問題がある。特に、75歳で区切るこ

とは理解できない。(対馬委員)

・ 後期高齢者医療制度は、負担の仕組みが明確で分かりやすくなつたという良い点が

ある。(岡崎委員)

・ 後期高齢者医療制度の財政 二運営責任の主体や負担のルールを明確にした点につい

ては、新制度でも取り入れるべき。(齊藤委員)

・ 後期嵩齢者医療制度については、現役世代と高齢者の負担を明確にしたことや、運



営主体を定めて財政責任を明確にし、保険者機能を発揮しやすくしたという良い点も

ある。 (′卜林委員)

・ 後期高齢者医療制度については、現役世代と高齢者の負担が明確になつたことや運

営主体が明確になつたことは良い点であり、新たな制度においても、この点は維持す

べき。(神田委員)

・ 後期高齢者医療制度は定着しており、苦情もほとんどない状況で運営されている。無

用な混乱を避けるため、現行制度の根幹や利点は引き継いだ制度設計を行うことが現実

的ではないか。(藤原委員)

3 新たな制度のあり方につい

(1)総論

・ 高齢者医療制度に対する世間の反応は敏感である。新たな制度のあり方について1本、

国民の意見をできるだけ反映させるべき。(岩見委員)

・ 民主党のマニフエス トにおいて、「医療制度への信頼を高める」とあるが、信頼以

前にわかりやすさが重要である。(岩見委員)

・ 保険料の軽減措置により高齢者の反応は落ち着いてきたが、75歳で区切ることや、

「後期」という名称自体に対する国民の嫌悪感が強かつた。持続可能で信頼ができる

制度設計が大切であり、実際に医療を受けられる方の身になつた検討をすべき。(横

尾委員)

・ 高齢者医療制度は、高齢者のためだけではなく、次の世代のことも考えた制度とし、

若人も含めて誰もが分かりやすく、公平な制度とすべき。また、高齢者の尊厳を守り、

低所得者や障害者にとつて温かみのある制度とすべき。(見坊委員)

・ 必要な医療が必要な人に必要なだけ与えられる社会となるよう、新たな制度を検討

するにあたつて、この社会をどういう社会にすべきなのかという理念を掲げるべき。

(三上委員)

・ 20年後t30年後の超高齢社会を見据えて、若い人と高齢者が一緒になつて、人

それぞれの生き方を大切にした医療制度を考えていくという理想論的なビジョンが

必要である。 (樋口委員)

・ 高齢者の方々が、医療面でどのような場に置かれたら最も幸福感を持つて生涯を終

えることができるかという視点で考えるべき。(樋口委員)

・ 新たな制度における公平感の実現方法として年金制度のように、医療保険制度の加

入歴に応 じて按分された給付を受ける方法や、国保と被用者保険のあり方を議論する

ことで実質的な公平を実現する方法が考えられるが、その上で、医療を受ける側の公

平と、財源構成の公平の2つ を担保する必要がある。(堂本委員)

・ そのためには、各論から入るのではなく、まず公平な負担制度を設計し、高齢者医

療費の総額 (グ ロス)を念頭に置いた上で、公費と保険財源の割合、一部負担額の設



定を考えるべきであり、そうした段取りで議論した結果、総額が大き過ぎる状況であ

れば、診療報酬や医療費の適正化の手法を考えればよい。医療費の抑制という視点か

ら議論を始めると、国民の納得が得られないばかりか、今まで以上に複雑で、わかり

にくい制度になりかねない。政権交代を機会に、高齢社会の将来を見据えた抜本改革

に取り組む姿勢が重要。(堂本委員)                     ,
口 国民皆保険制度では、世代間の連帯が重要である。現役世代の負担が高齢者より大

きいかどうかを比較するのではなく、国民の一生涯を見据えた公平を考えていく必要

がある。(堂本委員)

・ すべての国民が、現役世代も高齢者もみんなが、本当に公平な制度なのだと思える

ようなものにするのであれば、政権交代を成し遂げた政権としての姿勢をお示しいた

だきたい。(堂本委員)

・ 国保と被用者保険の一元化については、所得捕捉が異なることなど、極めて問題が

ある。(対馬委員)

・ 今後の取りまとめに関してはヒアリング等の予定もあると思うが、厚生労働省とし

て、関係者の意見も聴いていただいた上での十分な検証と準備について、配慮と対応

をお願いしたい。(横尾委員)

・ 高齢者医療制度は支え手となる現役世代の医療保険があつて成り立つものであり、

新制度の検討にあたり、団塊世代が後期高齢者となる 2025年時点までを見据え、現

役世代の医療保険の持続可能性を検証することが必要。(齊藤委員)

・ 新たな制度の設計にあたつては、まず、「先はこうなる」という、ゴールのプリン

シプルやビジヨン、「同じ都道府県内で同じ所得なら、同じ負担で、同じ給付が受け

られる」といつた、分かりやすいシンプルなものをきちんと打ち立てる必要がある。

しかし、いきなり実現できるものではないため、ゴールを示しつつ、「 1段日、2段

日でこう変わり、負担はこうなる」とつないでいくようなことも出していく必要があ

る。そうすれば、国民の皆さんも理解し、納得できるのではないか。(横尾委員)

・ 新たな制度には意図しない副作用が常にあるものであり、新制度の影響をモニタリ

ングする仕組みを設け、予期せぬ弊害が発生したらそれを軌道修正できるようにすべ

き。(近藤委員)

・ 地域保険としての一元的運用を目指し、最終的に地域保険になつていくということ

は、職域保険がなくなるということである。国民全体による社会連帯という形でいく

ことが前提になるのか、また、同時に組合健保を廃止するということになるのか、合

意を得るべき。(三上委員)

・ 国民が安心できて、良い医療が受けられるためにどうしたら良いかという議論に戻

りながら、長期的に続く制度を考える必要がある。(鎌田委員)

日 本人が被用者保険に加入する場合には、被扶養者も被用者保険に加入することが基

本だと思う。 (′卜島委員)



(2)制度の基本的枠組み

ア 池上委員の案について

<池上委員のご意見>
・ 新たな制度は、国民を現役世代と高齢者世代で三分 しないこととし、かつ、全年

齢で所得に着日したリスク・負担構造調整を行つた上で、保険者に保険者機能を発

揮させるためにも、都道府県単位で統合 して「地域医療保険」とすべき。これによ

り、最終的には、同じ都道府県に住む方は、同じ所得なら同じ保険料を支払うこと

となるが、調整の過程において、負担が急激に増加する保険者については、激変緩

和措置として公費を投入すべき。

・ 市町村国保を都道府県単位に統合する際には、保険料の算定方式が異なる点や一

般会計からの繰り入れを解消する必要がある。統合に向けた動きとして、既に保険

財政安定化共同事業等の再保険事業があり、この事業の効果を検証すべき。

・ 保険者の統合については、段階的に行い、国民の反応や現場の状況を見ながら軌

道修正していく必要がある。また、地域医療保険と被用者保険の統合については、

所得捕捉の問題や保険料の賦課方式の統一、社会保障番号に関する議論が不可欠で

ある。
口 平成30年度の目標として、地域医療保険と協会けんぽを統合する。

<各委員のご意見>
・ 都道府県単位で年齢 口所得調整を行うことは、加入者間の負担の公平性を追求す

る点では理解できる。 (′ 1ヽ林委員)

・ 都道府県単位で事業所を分割すると、事業主が健康保険の担い手であるという位

置づけが薄まり、職場が連帯の基盤であり、事業主が費用負担するという被用者保

:険制度が成り立たなくなるのではないか。(′ lヽ林委員)

・ 財政調整の強化により、財政力格差是正のための公費の役割縮小の可能性がある

と思うが、国民皆保険を守るためには官|き続き必要との観点から検討すべき。(′lヽ

林委員)     ・

・ 若年者の制度体系については、職域の被用者保険と地域保険の市町村国保による

多元的な制度体系が最善である。(対馬委員)

・ リスク構造調整を進めると一元化される。保険者の自主性が保てないこと、事業

‐主の協力を得 られないこと、保険者機能を発揮 しにくいこと等から極めて困難でゎ

る。 (対馬委員)

, 後期高齢者医療制度の廃止後に高齢者・退職者はどこの保険に加入するのか。ま

た、高齢者と若人の保険料算定はどうなるのかが明らかでない。 (′卜島委員)

・ 国保と協会けんぽの統合については、所得捕捉の問題もさることながら、現在、

事業所を通じて行つている保険料徴収等の事務を、事業所を通さずに行うこととな

るが、協会けんぼには地域保険の事務処理に関するノウハウの蓄積がないことから、

現時点では極めて困難である。(′lヽ林委員)



・ 全年齢リスク構造調整は理論的には正しいと思うが、所得捕捉や賦課方式の違い

といつた問題がありt国保の都道府県単位化よりも実現が困難である。(宮武委員)

イ 対馬委員 (健保連)の案について

<対馬委員のご意見>
・ 高齢者の生活実態、年金制度や介護保険制度との整合性から、国民の理解の得ら

れやすい65歳以上の高齢者を対象とした制度とすべき。ただし、年齢で区分しな

いとする6原則を踏まえ、65歳以上でも働き続ける高齢者とその家族については

被用者保険への継続加入を検討すべき。

・ 費用負担や運営責任を明確化するために、「別建て」の制度とした上で、高齢者

の医療費を若年者が支える仕組みとする。

・ 運営主体については、都道府県単位の公法人等とし、保険者機能を発揮できる仕

組みとすべき。

<各委員のご意見>
・ 後期高齢者は国保に戻すべき。65歳以上の独立型には反対である。(阿部委員)

ウ 小島委員 (連合)の案について

<小島委員のご意見>
・ 医療保険の運営は、加入者の雇用・所得形態の同一性が重要であり、被用者健保

と国保の二本立てを基本とすべき。このため、サラリーマンOBは退職後も引き続

き被用者保険が支えるという「突き抜け方式」(退職者健康保険制度)と し、生涯

を通じた予防 口保健事業など保険者機能を強化する。

・ 退職者健康保険制度の運営主体は、協会けんぱが担うこととし、被用者OBの

資格、住所等の管理については、日本年金機構からの情報提供、被用者OB本人

からの申請等、さらに議論が必要である。また、新制度発足から、新たな対象者

を順次、加入していくことも検討すべき。

・ 25年以上被用者保険に加入していた方を対象とするが、女性の進出など現在

の雇用状況等を勘案して、被用者であつた期間を短縮したり、非正規雇用者 口失

業者を被用者保険の加入対象とすることを検討すべき:国保に加入している被用

者世帯を被用者保険に原則加入させることも、併せて進めるべき。

口 市町村国保については、都道府県単位に広域化し、国保連合会や後期高齢者医療

広域連合を活用した組織「公法人」で運営を行うべき。

出 70歳 以上の医療給付費への公費は5割 とし、国保と退職者健康保険制度の高齢

者比率に応じて按分すべき。

・ 突き抜け型について、サラリーマンがサラリ=マ
ンOBのみを支えるだけで良い

のかという指摘については、突き抜け型の財政試算で国保の財政がどうなるかを踏

まえて、さらに検討すべき。



。 「社会連帯」は、保険料だけでなく、公費 (税)を含めた広い視点から考えるベ

き。

・ サラリーマンOBの保険料の半分を、事業主負担に相当する分として現役被用者

グループ全体で負担 し、支援するという考え方である。 (ノlヽ 島委員)

<各委員のご意見>
・ 協会けんぽが業務委託を受けるという点については、1,100万人規模の個人を事

業所という基盤もない中で把握 していくことは、協会けんぱには地域保険の事務

処理に関する体制やノウハウの蓄積等が全 くないことから事実上困難である。 (′ lヽ

林委員)

・ 非正規労働者等の受け皿でもある国民健康保険を再建 し、皆保険制度を維持で

きる体制を検討する必要がある中で、連合が主張する「突き抜け方式」は、それ

らの方を見捨てることにならないか、という疑間がある。また、突き抜け方式に

する場合、地域保険に加入 している退職者を呼び戻すとすれば、いかに過去の職

歴を検証するのか、極めて難 しい作業になる。 (宮武委員)

・ 就業構造や雇用環境が変化 し、高齢化が進展する中で、突き抜け型は現実的では

ない。 (対馬委員)

・ 国民年金受給者が国保に残る一方で、突き抜け方式では健保に厚生年金受給者が

加入することとなる。このため、それぞれの制度間の所得格差が大きくな り、低所

得者層が多い国保の財政が成 り立たないのではないか。 (岡崎委員)

・ 被用者保険内で助け合うことにより、若年被用者の納得は得られやすいことがメ

リツ トとあるが、社会連帯という観点から、被用者保険内だけでの助け合いでよい

のか。 (三上委員)

・ 25年という要件を満たすサラリーマン退職者は男性が極めて多い。男性だけの

圧倒的に多い医療保険というのはいかがなものか。 (樋口委員)

・ 雇用の状況が変化 しており、若人の就労形態も変わつている中、二定の職場を中

心に考える案というのは疑間である。 (見坊委員)              |

“ 最近、若年労働の問題が課題となり、その形態はパー トタイムであった りするた

め、25年に該当しなくなる。広 く国民を救える制度にすべきと思う。政権に近い

連合として、新進気鋭の案を期待 したい。 (横尾委員)

工 宮武委員の案について

<宮武委員のご意見>
口 国民健康保険は国民皆保険の基盤であり、高齢化が進み定年退職者等が多く加入

しても持続可能な制度にする必要がある。人口が少なぃ市町村において、保険によ

ってリスク分散を行うのは困難であり、ドイツの疾病金庫やデンマークの自治体の

例を見ても、保険者を集約せざるを得ない。そのために、都道府県単位の国保とし、



後期高齢者医療制度とドツキングさせるべき。

・ 年齢区分を廃止するとなれば、後期高齢者は市町村国保に戻るほかないが、その

際は、市町村国保は都道府県単位とし、都道府県が直接運営するのか、都道府県単

位の広域連合が運営するのかの選択となる。

・ 一定年齢以上の方々の医療費について財政調整を行うとすれば、介護保険制度の

ように、同じ制度の中で、第 1号被保険者 (現役世代)、 第 2号被保険者 (高齢者)

というような区別が必要である。

・ 現役で働く高齢者とその家族については、若年者の各制度に継続して加入する。

口 国保を都道府県単位化することは難しいことではあるが、危機感をもってやらな

ければならない。高齢者医療制度の課題は、高齢者の大半が加入する国保の課題で

あり、国保を持続可能な形に集約していくことが時代の要請である。

・ 国保の都道府県単位化に時間がかかるようであれば、例えば、まずは75歳以上

の高齢者を市町村国保に移行させ、2階建ての財政調整を行い、若人にっいては、

一定の期間の中で、都道府県単位に移行していくという段階的な対応を考えるべき。

・ 知事会は国保の都道府県単位化に反対していたが、現在、埼玉県、岐阜県、京都

府、奈良県、高知県においては、国保の都道府県単位化又は都道府県直営といつた

構想を出している。意欲がある都道府県が先行して都道府県単位化を進めることを

認めてもよいのではないか6

<各委員のご意見>
・ 高齢者医療の対象者は何歳以上とするのか。また、高齢者と若人の保険料負担の

仕組みについて検討する必要がある。(′lヽ 島委員)

・ 国保を都道府県単位化するのは非常に時間がかかる課題であり、5年以内の実現

は難しいのではないか。(池上委員)

・ 年齢により財政運営の仕組みを分けているが、年齢で区切らないということが出

発点ではないか。(池上委員)

ォ その他の御意見

・ 年齢で区分するあり方を見直 し、↑中年金の受給者を被保険者として制度設計す

べき。 (齊藤委員)

・ 負担ルールを萌確化するために、現役世代の医療保険制度と高齢者の医療保険制

度は、何らかの形で別建ての制度にすることが必要。(齊藤委員)

・ 保険者について、市町村別では財政運営上、小さな村では、危険が高すぎるとす

れば、都道,府県単位が良い。(鎌田委員)

・ 協会けんぽは都道府県単位の保険料率を導入しt都道府県の支部ごとに労使の代

表と有識者からなる評議会を設置して幅広い議論を行うなど、地域の実情を踏まえ

た保険運営を行つている。また、医療提供の体制は都道府県単位で整備されており、



医療サービスも一定程度市町村単位を超えた広域で行われている実態があるので、

新しい高齢者医療については都道府県単位とすることを基本として考えていくこ

とが重要。(′ 1ヽ林委員)

・ 国保は国で一本化するのが一番いいが、それまでの過程として都道府県単位で一

本化することが望ましい。(山本委員)

・ 企業に勤務しながら市町村国保に加入している被保険者については、制度本来の

職域保険に戻すべきであり、職域保険と地域保険の将来的な統合は否定しないが、

当面は分立とすべき。(阿部委員)

・ 現役として働く高齢者については、若年者の市1度への継続加入を検討すべき。(齊

藤委員)

・ 今後は、ヽ雇用されて働く高齢者はじめ多様な働く高齢者が増えていくことを踏ま

えた医療保険制度のあり方を考えるべき。(樋口委員)

・ 国民皆保険を維持するためには、公費の増加が不可欠だが、消費税の議論は先送

りにされている。国であつても地方自治体であつても公費負担を増やしていかなけ

れば何ともならない事態となつてくると考えるが、国民皆保険を維持していくため

の国の覚悟が問われている。(神田委員)

・ 公平な制度の実施のためには、誰が費用を負担するのかを明確にし、保険料と財

源調整による負担について公平性を感じることのできる仕組みとする必要がある

が、その緩衝材となるのが公費である。(堂本委員)

・ 高齢者や退職者の多い国保を被用者保険が支援することにより、公費の伸びを抑

えるため、前期の財政調整や後期高齢者医療制度が作られたと認識している。今後、

公費負担の在り方、国保、被用者保険を含めた医療保険制度全体の在り方の検討が

重要である。また、被用者保険の一部である退職者医療制度をどう扱うかも含めて

議論すべき。 (′1ヽ 島委員)

・ 医療費通知、明細書の義務化、ジエネリックの使用促進など健保組合は保険者機

能を発揮してきた。被用者保険だからこそ、被用者・事業主・労働組合のバックア

ップを得て、新たな取り組みができる。地域保険だけに視点を当てるのは適当でな

い。(対馬委員)

・ 長野県のように健康づくりに取り縄んで医療費水準が低い例もあり、地域保険が

適切な保険者となれないという考え方は違う。(鎌田委員)

・ 当初、老人医療が議論された際の目標は無料化であつた。現在は状況が変わつて

いるが、やはり、75歳で線を引くというのであれば、最終的には無料化するとい

った理想を掲げるべき。(岩見委員)

由 保険料負担の公平性にも、いくつかの視点があるが、社会保険においては裕福な

方からは多くの保険料を納めていただくというようなリスク調整の機能は強める

べき。(近藤委員)

・ 公平性の視点には保険料だけではなく、健康状態の公平という視点もある。今の



日本には、低所得者の死亡率が高所得者の 2～3倍 という健康格差がある。基本的

人権が守られていない現実を直視して、その是正につながる制度にすべきである。

(近藤委員)

(3)運営主体のあり方

ア 都道府県が担うべきとするご意見

・ 国保の運営は都道府県単位とすべきであり、市町村では無理。その上で、都道府

県か、全市町村が加入する広域連合かとなるが、保険者は都道府県が担うべきであ

る。都道府県が経験や実績がないという指摘については、都道府県と市町村との間

で人事交流・出向をすればよい。(阿部委員)

・ 現在、47の都道府県後期高齢者医療広域連合が保険者となつているが、これを

約 1800め市町村に振り分けることは困難であり、新しい制度の運営主体は都道

府県が担うべき。(岡崎委員)

・ 広域連合は、市町村からの派遣職員で運営しており、人事異動は2年単位である

ことから、スキルの積み上げが困難。また、都道府県には国保を指導する部署があ

り、保険者の業務内容について熟知しているため、医療保険に係る事務の実績がな

いとの指摘は当たらない。(岡崎委員)

・ 運営主体は都道府県にすべきであり、人口が少ない市町村では保険が成り立たな

い。ただし、保険料の徴収は市町村が行うべき。また、一般の方からすると、県庁

は敷居が高いイメTジが強いので窓口は市町村が行うべき。保険者として都道府県

が保険主体としての運営を担い、市町村は個別の対応と役割を担う形がよい。(岡

崎委員)

・ 介護福祉は市町村のような小さな団体がむしろいい。医療はそうはいかない、医

療は高度医療や 3次救急のことを考えると都道府県単位の方が医療計画も立てや

すい。都道府県が保険者になるのが理にかなつている。都道府県が運営主体になる

とすると、保険料の収納率をどう上げるかが課題。都道府県が市町村に協力を求め

られるよう、国が支援する必要がある。広域連合では難しい。運営主体は都道府県

を軸に、池上委員案と宮武委員案を合わせて、最終的に宮武委員の案を詰めていく

のがよいのではないかと言うのが私の意見。(鎌田委員)

・ 広域連合は組織として広く利用者に認知されておらず、新たな制度の運営主体は

都道府県とすべき。その際、市町村の責任も明確にすべき。(樋口委員)

・ 運営主体を仮に都道府県にした場合のメリツトとして、都道府県が現在実施して

しヽる健康増進事業や医療費の適正化について、医療サービスの提供等の施策と有機

的に連携させながら実施できる。広域連合では十分に連携が図りがたい点が問題で

ある。(横尾委員)

, 仮に財政的に国が支援するとなれば、都道府県でも引き受けることができるか。

市町村は良い協力・連携体制をとりながら実務をやる。財政は国がサポートする。

10



そしてより効率的なマネージメントを一緒に作つていくという形であれば、知事会

としても了解が得やすいのではないか。(横尾委員)

・ 広域連合の財源は市町村ごとの議決を経て支出しているものであり、一概に安定

化とは言えないのではないか。また、広域連合自体にも議会等が設置されており、

その運営にも事務負担等が発生している。さらに、市町村から派遣される職員は数

年で入れ替わるため、必ずしも事務に精通した職員が対応しているとは限らない。

(横尾委員)

,「広域連合又は都道府県が運営主体となる場合には、窓口業務等は市町村が行う」

との記載があるがt県民税等の徴収については、市町村に業務委託をしている例も

あり、すべて市町村というわけではなく、広域化・一元化の 1つのメニュァとして、

事務のあり方は今後検討する必要がある。(横尾委員)

・ 国がどの程度財政支援をして支えることができるかということが明らかになれば、

かなりの部分、都道府県としてもやれるのではないかという認識の方が関係担当幹

部にもおられるのではないかという感じがする。(横尾委員)

・ 「都道府県としても大いにやつてみるべきではないか」、「都道府県としても何か

関わるようなこともすべきではないか」という意見等が関係者の中にはあり、こう

いった姿勢には高く敬意を表したい。(横尾委員)

広域連合等が担うべきとするご意見

・ 現在の後期高齢者医療広域連合をベースに、運営主体を検討すべき。(齊藤委員)

・ どのような見直 しが行われるにしても、市町村国保が重要な役割を担うことにな

る。市町村国保においては、保険料が賄えきれずに、一般会計からの繰 り入れが行

われている。県の役割 というものは十分認識 しているが、都道府県単位としても市

町村国保と同様の問題が発生することから、国が十分に支援 しないと、受け皿とな

り得ない。 (神 田委員 )

・ 運営主体の問題は都道府県と市町村が対立する問題ではない。まず、国がどう関

わ り、どのような財政の仕組みでやるのか、どのように財源補填をするのか、覚悟

を示すべき。 (神 田委員 )

・ 福祉分野では市町村が重要な役割を担つている。市町村が行 う健康相談や健康診

査は医療保険とも関係の深いものであるし、保健センター等も整備されている。都

道府県の役割はそれをフォロー していくことではないか。 (神田委員)

・ 資料に掲げられているメリッ ト・デメリットが形式的ではないか。デメリッ トに

も改善可能なものと重大なものがある。 (神 田委員)

ウ、検討の視点に関するご意見

・ 運営主体については、制度論ではなく利用者の視点から検討すべき。都道府県単

位の広域連合が役割を担うことも考えられるが、どこが一番サービスを提供するの



に適しているのかという視点から制度設計をすべき。(堂本委員)

・ 運営主体については、いくつかの視点から見た考え方がある。財政面からの視点

では、大きな単位ということがある。住民の健康状態の確保からの視点では、基礎

自治体のきめ細かなサービ不がある一方で、都道府県の広域的な健康増進の取組が

ある。被保険者の利便性、窓口の利用、保険料の収納などについて、都道府県と市

町村がいかに協力して高齢者医療制度を支えていくのかという考え方が必要であ

る。 (岩村座長 )

・ 保険者の統一化という点では、京都府での新 しい試みなどがあり、その状況など

最新の情報も共有すべき。 (横尾委員)

・ 新制度の受け皿として想定される市町村国保の有様に深 く踏み込んだ議論は、十

分な時間をかけて行 うべき。 (神田委員)

・ どこが運営主体となるかによつて議論が相当変わつてくる可能性がある。少なく

とも保険の財政運営上の単位としては、保険の数理係数上の原理からしても、まず

都道府県単位での広域イヒは避けて通れないのではないか。ついては、市町村国保の

都道府県単位化による広域イヒについても、この会議で十分に議論いただきたい,(藤

原委員)

・ 市町村国保の広域化は避けられない。国保制度を守つていかないと国民医療は菜

えきれない。(岡崎委員)

・ 市町村国保の広域化について、社会保障審議会医療保険部会とこの改革会議とで

は議論の中身に大きなギヤップや副嬬があり、また進捗にも大きな差がある。部

会と改革会議の広域化の考え方をどう捉えたらいいのか、大変戸惑つている。(神

田委員)

(4)費用負担のあり方

ア 公費について

・ 国保と後期高齢者医療制度の統合を考えた場合、国保が有力な基盤となるが、約

7割の国保が単年度赤字であり、、約3, 800億円を一般財源から繰り入れてい

る現状がある。このため、現行の国保も含め財政制度自体を分かりやすくし、=

定の公費を入れ、国保の財政基盤を強化すべき。(岡時委員)

・ 新たな制度においてはt現役世代の負担が加重にならないよう理解と納得の得ら

れる費用負担が必要であり、一定の所得がある高齢者には応分の負担を求めると

ともに、公費負担の拡大も含めた財源のあり方を検討すべき。 (′ ]ヽ林委員)

・ どういう制度設計をするにしても、公費の負担増を検討していくということでな

いと、医療保険制度全体の持続可能性はない。(′1ヽ 島委員)

・ 今の費用負担の方法では現役世代の保険料が過剰なものとなつている。今後の新

しい制度の財源負担を考える場合には、公費を増やしていくという方向がないと、

現役世代の負担がますます過重になつていくと考えている。この点は、制度を議論
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する大前提として強調しておきたい。(′lヽ林委員)

,社会全体で支える公費の割合と現役世代を中心とする保険料部分の負担割合につ

いても、固定化せずに高齢化の進展に応じて公費を増やすような調整の仕組みの

導入を検討すべき。 (′ l｀ 林委員)

・ 高齢者医療の保険給付財源については、現役世代の保険料に依存するには限界が

あることから、高齢者医療制度への公費投入割合を高めることが不可欠。そのた

めにも、税制改革の議論がセットで行われることが期待される。(齊藤委員)

・ 新たな制度においては、介護保険と同様、5割の公費を投入すべきである。公費

以外の部分は、高齢者と若年者の人数比で按分し、それぞれが保険料を負担する。

(対馬委員)

・ 健保組合等の支援金・納付金の負担は、保険料収入の45.2%と 過重であるの

で、前期高齢者の層にも5割を目途とする公費投入を目指すべきである。また、財

政事情の厳しい健保組合への財政支援の継続、強化が不可欠である。(対馬委員)

・ 65歳から74歳までの前期財政調整の仕組みを75歳以上に拡大し、75歳以

上の方の医療費の5割に公費を投入すべき。(阿部委員)

・ 今後の高齢者医療費の見通しを踏まえると、その財源について深刻な事態が生じ

ることが考えられるため、将来の恒久的な財源の確保が重要であり、国|こ おける財

政負担を明確に示すべき。(知事会 (西川代理))

・ 今後の少子高齢化の進展を考えると、公費の拡大をお願いせざるを得ない。(樋

口委員)

・ 高齢化の進行に伴い増え続ける医療費の負担に対し、公費の役割の拡大を明確に

位置付けた上で議論を進めていく必要がある。 (′ lヽ林委員)

・ 公費投入の額を増やさなければ、財政調整を行つたとしても、全ての保険者が納

得することは難しい。(三上委員)

・ 公費の投入にういては、所得捕捉することや、消費税を議論しなければ前に進ま

ないのではないか。(横尾委員)

・ これからの社会保障制度を支える財源のあり方については、公費においてもでき

るだけ特定の世代に偏らない負担ということが重要である。社会保険料と同様の

現役世代の賃金に着目した税と、各世代において幅広く負担する税を併せて考え

ていくことが今後の社会保障の安定的な運営には大事である。 (′lヽ林委員)

・ 高齢者医療制度の見直しにあたり、真水の公費投入を拡大するという方向性につ

いて、委員の間で認識を共有したい。(齊藤委員)

・ 健保組合では、自分たちが集めた保険料の半分をそれ以外の方々に拠出するとい

うことであると、事業主、被保険者の納得を得るのは難しいという状況もある。

そういうことも含めて、国費の投入ということを全体的に共有すべき。(対馬委員)

・ 試算の中では、公費負担が減り、国保の負担が増えることとなつている。公費負

担減少の理由は、総報酬害1の導入を前提としているが、実施可能なのか疑間である。
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その場合、国保の過大な負担は、どこから補填するのか。 (岡崎委員)

若人の保険料について

, 高齢者医療を支える各制度間での負担のあり方については、各制度の負担能力を

反映 し、現役世代の納得が得られる制度となることが重要である。 (′ lヽ 林委員 )

・ 新たな制度においては、現行の後期高齢者医療制度の医療給付費に対する財政調

整の仕組みを残すか、新たに全年齢に係る公費や支援金等による仕組みを設ける

か検討すべき。 (宮武委員 )

・ 被用者保険は国保に比べて、一般的に若人が多く、所得水準が高 く、さらに一人

当た り医療費が安いなど、相対的に恵まれた保険運営環境にある。したが つて、

国民皆保険の基盤となつている国保に高齢者が加入するのであれば、被用者保険

からの財政調整による支援が不可欠であり、現在の加入者数に応 じた調整ではな

く、所得を考慮 した負担能力に見合つた財政調整を行うべき。(知事会 (西川代理 ))

・ 支援金めあり方については、高齢者の医療費を社会全体で支えるという観点から、

各医療保険制度間で公平に負担することとなるよう、被用者保険者間は総報酬按

分とすべき。 (′ ]ヽ林委員)

・ 老人保健制度や後期高齢者医療制度が創設された経過を見ても、突き詰めれば高

齢者と無職の方が多い国保の財政問題であり、被用者保険はそれを支援してきた:

国民健康保険と被用者保険のあり方をもう一度考えるべき。 (′Jヽ島委員)

・ 若人の保険料については、65歳以上に5割の公費投入を前提として、被用者保

険者内は、保険者の負担能力に応じた負担とすべきであるが、総報酬割について

は、予算や公費の節減の観点ではなく、制度論としての公平性 口納得感・整合性・

経緯という観点から、本当に総報酬割がいいのかどうかを議論すべき。その際は、

原則、65歳以上が給付対象で、(保険料について)総報酬割をしていない介護保

険制度との関係も考慮すべき。(対馬委員)

・ 総報酬割を導入すると、現在の前期高齢者の財政調整制庫における医療費適正化

に対する保険者のインセンテイブを働かせる仕組みがなくなつてしまうという問

題もある。さらに、総報酬割を導入する場合には、従来以上に所得の把握を厳格

に行う仕組みが必要である。(対馬委員)

・ 経済が活性化して保険料収入が増加するといつた良い循環を作るためにも、現役

世代のやる気と活力が重要である。若人において高齢者医療制度への拠出感が過

大なものとなり、活力をそぐような事態とならないような仕組みとすべき。(芦藤

委員)

・ 現役世代にとつそ過度に重い保陰料負担にならないような制度政革をぉ願いした

い。(齊藤委員)

・ 保険者や団体を代表する方が、それぞれの立場で発言しているが、医療保険制

度の議論においては社会連帯の理念が重要であり、それぞれの保険者が集めた保
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険料は、国民全体のものであるという考え方の下に議論を行う必要がある。 (三上

委員)

・ 新たな制度においては、事業主の負担が現状を下回らない制度とすべき。 (阿部

委員)

・ 企業においても、法人税や社会保険料により社会保障制度を支えている。これ ら

企業の負担についての国際比較等も踏まえて議論すべき。 (知事会 (西川代理 ))

ウ 高齢者の保険料について

・ 国民皆保険を守る観点から、高齢者にもその負担能力に応 じた適切な負担を求め

るべき。 (齊藤委員 )

・ 高齢者の方々から、応能負担とか応益負担という意見が出るということに敬服す

る。 (対馬委員 )

: 収入のある高齢者は、応分の負担をして、ただ乗りする気などは決してない。(樋

口委員)

・ 高齢者の保険料については、若人と高齢者の負担の透明性が確保された仕組みと

すべき。(対馬委員)

・ 保険料及び保険者間の財政調整の検討にあたつては、その高齢者がこれまでの人

生において、どの保険者に属していたのかを可能な限り反映できる制度にすべき。

(堂本委員)

・ 高齢者だけが利益を得るのではなく、たとえ低所得であつても高齢者も国民の一

人として少額の保険料を負担するなど、全ての高齢者が一定の負担をすべき。(樋

口委員)

工 患者負担について

・ 新たな制度においては、必要な医療を保障し、65歳以上の方は原則として9割

給付とすべき (1割負担とする)。 (阿部委員)

・ 65歳未満の窓口負担についても、現行の3割負担というのは非常に高すぎるの

で、2割負担にすべき。(阿部委員)

, これまで自己負担分を増やして給付を抑制することで医療費を抑えてきたので、

新たな制度については、高齢者の自己負担が増えないような制度を検討すべき。(三

上委員)

: 患者負担については、負担の公平性の観点から3割が限界である。現行の高齢者

の負担割合は、原則として、70～ 74歳は 2割、75歳以上は 1割であるが、ど

の程度の患者負担が世代間の公平の観点か ら適当であるかという議論をすべき。

(知事会 (西川代理))

・ 現在の窓口負担、75歳以上が1割、70歳から74歳は2割、それ以外は3割

となっているが、これ以上の負担増はすべきではない。(′卜島委員)
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むしろ70歳以上については 1害J負担ということで、高齢者の窓口負担を軽減す

ることを基本的に考えるべきではないか。 (′1ヽ島委員)

)自 己負担については、無駄な受診を減らし、効率化を図ることを目的に徐々に引

き上げられてきた。しかし、調べてみると低所得者ほど窓口負担が大きいことを理

由に受診を控えているという実態があり、必要な医療が抑制されていると考えられ

る。また、病院で治療費を支払わない方が増加しており、公立病院では自治体の税

金を投入して支えている実態もある。自己負担が大きいことも治療費未払いの原因

の一つになつている。したがつて、新たな制度においては、自己負担を今よりも引

き下げる方向で考えるべき。(近藤委員)

・ 患者負担については、現役と同じ3割 というのは非常に苦しいかもしれない。ま

ず 2割にして、さらに高額療養費等の適用のところで工夫すべきではないか。(対

馬委員)

・ 応益負担の問題では、窓口負担があるが、これについては年齢によつて病気がち

の方、何度も病院にかかるような方については、窓口負担は一定程度引き下げるこ

とが適当である。(=`上委員)

来 財源構成の試算について

: 国保が負担増となり、財政がもたない。国保の財政基盤をしつかりと確立させる

方向で整理すべき。(岡崎委員)

・ 基本的な考え方の6原則IFあ るように、国保の負担増に配慮するという観点からヽ

一定の工夫が必要である。そうでなければ、都道府県が運営主体となることも困難

ではないか。(横尾委員)

・ 75歳以上の高齢者の医療給付費に約 5割の公費を投入する場合には、国保は負

担が増加するがtほぼ同額が負担減となる公費を充てることとすれば、それほどひ

どい負担増にはならない。しかしながら、今後の急速な少子高齢化の中にあつては、

公費を段階的に投入し、被用者保険を中心として保険料の負担増を抑えていくとい

う仕組みを導入しなければ、被用者保険側は納得しないのではないか。(宮武委員)

・ 65歳以上の高齢者の医療給付費に約5割の公費を投入する場合には、国保及び

公費の負担が大幅に増加するが、その財源を確保するには消費税率を1%増加させ

る必要があり、短期間での実現は極めそ難しいのではないか。(宮武委員)

ォ 将来推計について

・ 新たな制度を中長期的な観点から考える上で、高齢者の医療費の推移、保険区

分ごとの医療費・公費負担・保険料・支援金等の将来推計を踏まえて、議論すべ

き。(神田委員)

・ 医療保険制度の抜本的な改革を行うのなら、医療費の将来推計をきちんと踏ま
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えて議論すべき。(山本委員)

・ 持続性という意味から、現時点のみならず、団塊世代が後期高齢者となる20

25年時点までの財政影響をしつかり見て検討していきたい。(齊藤委員)

・ 足元だけの議論ではなく、2025年 までの試算を踏まえて議論すべきだ。(対

馬委員)

・ 将来の医療費の負担や現役世代の負担の水準がどうなるかという将来の負担の

推計も、複数のシナリオで示していただくことが必要である。(′]ヽ林委員)

(5)保険料、給付等のあり方

・ 新たな制度の保険料は「応能負担」を原則とし、格差のない料率を設定すべき。(阿

部委員)

・ 税制改正で65歳以上の年金の老年者控除が廃止され、公的年金等控除の最低保障

も減額された結果、住民税が上がり、国保料や介護保険料が上がつており、これは元

に戻すべき。(阿部委員)

・ 後期高齢者医療制度における個人単位の保険料賦課は、世帯単位に戻す。地域保険

に加入する方の保険料は、世帯主に賦課すべき。(阿部委員)

・ 国民健康保険をベースにした受け皿となれば、世帯単位という流れではないか。(′ lヽ

島委員)

・ 75歳以上は個人で保険料を払つているが、国保は基本的に世帯単位での保険料賦

課になるので、ここもどういう調整をしていくか、技術的に難しい問題もある。(岡

崎委員)

・ 高齢者の医療保険は保障の理念が重要であり、保険料の上限の見直しや保険料率の

一本化なども検討すべき。(三上委員)

・ 地域保険で国民健康保険の方が受け皿となれば、現在の世帯単位での上限の見直し

も必要ではないか。 (′ lヽ島委員)

・ 国保の賦課の上限は職域保険と均衡するように引き上げるべき。(阿部委員)

・ 国保の保険料の上限は職域保険と同額まで引き上げるべきではないか。(樋口委員)

・ 所得のある方の保険料の上限について議論すべき。5o万円より高い上限を段階的

に設定してもよいのではないか。(樋口委員)・ 若年の国保の保険料についても、都

道府県単位でできるだけ統一すべき。(宮武委員)

・ 現在の保険料の徴収のあり方として、年金天引きかあるいは口座振替の選択:これ

は、本人の同意を前提にするべきであるので、基本的には年金天引きにするか口座振

替にするかは、年金受給者については選択制にすることが適当である。 (′lヽ 島委員)

・ 負担の公平と給付の平等を図ることについては、委員全員の理念として一致してい

るのではないか。(三上委員)

・ 被扶養者の保険料の軽減措置は、制度加入時に被扶養者であつたことにより対象と

. 
しているが、その後、扶養関係がなくなつた方の取扱いについても考慮する必要があ
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る。 (樋口委員)

・ 女性の立場からは、夫が亡 く

う二重の問題が起こつて くる。

なり被扶養関係がなくなると負担が増えてしまうとい

(樋口委員)

本会議においては、各論的な議論はできないが、高齢者に関わりの深い医療サービス

の基本的な考え方については議論すべき。(近藤委員)

診療や健康診断についても年齢による区分はしないことを明確にすべき。(阿部委員)

医療サービスや保健サービスについては、高齢者と現役世代で基本的に差をつけるベ

きではない。(対馬委員)

・ 新たな制度の枠組みについては、6つの原則に則つて議論することになる。医療サー

ビス全般については、別途議論する必要があるが、高齢者にふさわ しい医療の考え方に

っぃては、この会議で打ち出すべきである。 (宮武委員)

・ イギリスでは、医療崩壊と言われる状況から立ち直る際に、NSFと 呼ばれる疾患領

域ごとの 10カ年の長期計画を策定しており、この中に高齢者医療版というものもある。

日本版NSFに より、10年後の目標設定を行い、それを実現する手立てを考えてモニ

タリングするような考え方を行うべきら(近藤委員)

・ 日本の医療費をOECD平 均並みに上げつつ、それ以上に上がらないシステムについ

て検討していく必要がある。そのために、かかりつけ医制度や終末期相談支援料が、ど

のような役割を担えるのか考えていく必要がある。(鎌田委員)

・ 高齢者は慢性的な疾患を抱えやすく、かかりつけ医制度については、他の先進諸国と

同様t必要である。(宮武委員)

: かかりつけ医を制度として導入するには、まだ無理がある。(阿部委員)

・ 後期高齢者終末期相談支援料については、導入の仕方に問題があつたが、自分がどの

ように最期を迎えるかについて、看護師や医者と相談していくといつた制度は必要であ

る。(宮武委員)

・ 病院に頼りすぎていた日本の医療を、自宅や自宅に近い環境で最期まで暮らし、看取

ることができるような体制に変えていくべき。(宮武委員)

・ 終末期医療制度は、せつかく国民的合意ができつつある段階で、打ち出し方が悪く、

議論が後退してしまつた。新たに国民口高齢者が論議できるようにするべき。(樋口委

員)

・ 新たな制度の医療サ
=ビ

スについては、高齢者の健康維持・諸機能維持1子 必要なリハ

｀
ビリについても検討すべき。(樋口委員)

・ それぞれの地域において、入院IF頼 り過ぎることなく、切れ目なく必要な医療口介護・

リハビリが受けられる体制を構築することが重要である。(神田委員)

: 新たな制度のあり方の前提として、救急医療、周産期や小児科医療などをはじめとす
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新たな高齢者医療制度に係る地方公聴会の開催について
1

資料4

○ 新たな高齢者医療制度の検討に際しては、高齢者をはじめ国民の方々のご意見を丁寧に伺いながら進めること
としており、以下のとおり地方公聴会を開催する。

― ― … … … … … … … ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
:

【地方公聴会の概要】
(1)グループ討議方式(高齢者医療制度改革会議の「中間とりまとめ」前(8月 上旬))

会場 開催日 定員

厚生労働省講堂 8/7(土 ) 100名

○プログラム
① 高齢者医療制度改革会議における「中間とりまとめ(案 )」 の概要等について解説。
② グループ(16名 ×6グルニプ程度)ごとに、主な論点等についての討議を行う。

(2)全体討議方式
I.高齢者医療制度改革会議の「中間とりまとめ 前 (3月 上旬 )

○プログラム
① 高齢者医療制度改革会議における「中間とりまとめ(案 )」の概要等について解説。
② 参加者からの意見及び事前に寄せられた意見を紹介し、回答するとともに、参加者から意見発表を行い、

意見交換。

高齢者医療制度改革会議の「最終とりまとめ」前(10月 上旬)

開催ブロック 開催地 会場 開催日 定員

東海口北陸 名古屋 ウィルホール 10/1(金 ) 800名

中国口四国 広島 中国新聞ホニル 10/2(土 ) 600名

関東・信越 東京 新宿文化センター 10/5(火 ) 1,800名

Ⅱ .

開催ブロック

アクロス福岡 8/2(月 )

8/4(水 )北海道・東北

中央公会堂 8/10(火 ) 1,100名



る医療崩壊を防止するために医療費総額を拡大し、診療報酬をさらに引き上げるべき。

(阿部委員)

口 75歳に着目した診療報酬体系が廃止されたが、複数の疾患あるいは重複受診をどう

避けて、より効果的な医療にするかは重要である。(神田委員)

・ 高齢者が医療を過Illに受けているようにも思えるので、医療を受ける高齢者のあり方

についても考える必要がある。(岩見委員)

・ 都道府県別ぐらいで競争原理がきちつと働くような保険者機能というものを持つて、

そこで3次救急はどうするか、健康づくり運動はどうするかという競争がきちっと行わ

れていくことによつて、国民は安心できるのではないか。(鎌田委員)

・ 高齢者医療確保法に規定されている特定健診や特定保健指導は非常に斬新な考え方で

ある。20年度は混舌Lも あつたが、健保組合としても、保険者機能を発揮しながら積極

的に取り組んでいる。(対馬委員)

・ 特定健診及び特定保健指導は、保険者機能の強化のために効果的な取り組みとなつて

おり、更に進めていく必要があるが、健診等の実施率による支援金の加算・減算の仕組

みは、廃止を含めて見直すべき。 (′ lヽ 林委員)

・ 5年後には後期高齢者支援金について 10%の加算饉減算という措置が導入されるこ

とになつているが、加算・減算の仕組みはやめるべき。 (′卜島委員)

・ 生活習慣病の予防について、今までどちらかというと自治体任せで、国として本腰を

入れてやつてこなかつたのではないか。今回、政府、自治体、医療機関を挙げて予防医

療に取り組むという方針を示すべきである。(阿部委員)

・ 医療費の増大が見込まれる中で、健全な方法により医療費の伸びを抑制していくこと

は重要である。新たな制度においても、健康づくり事業などの受益と負担を運動させる

仕組みを導入すべき。(知事会 (西川代理))

・ これからは健康づくりであれば、健康相談・指導・保健サービスといった点が重要に

なる。(神田委員)

・ 保健サービスについて、「サービスは受けるもの」という認識があるが、「国民の健康

の維持」というのは、受けるものでも、与えるものでもなく、国民一人ひとりが自ら育

まない限りできないものである。サービスという言葉をこのまま本当に使つて良いのか

とも感じている。(横尾委員)

・ ジェネリック医薬品の使用促進のパイロット事業として、後発医薬品を使うと費用が

軽減される通知を広島支部の加入者に送らせていただいた結果、約 2割の方が先発医薬

品から後発医薬品に切替えている。今年度は、この事業を全国展開しているが、広域連

合でも国の支援をいただいてぜひ進めていただきたい。高齢者医療費の効率化、高齢者

の方の窓口負担の軽減につながる。 (′1ヽ林委員)        .
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